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 固定資産税は、市町村財政における基幹税目として重要な役割を果たしてきてお

りますが、先般の税法改正による課税情報の情報公開の促進等を背景に、固定資産

税制度や資産評価に対する納税者の関心は、今後ますます高まっていくものと予想

されます。 

 当評価センターは、昭和５３年５月設立以来、調査研究事業と研修事業を中心に

事業を進め、地方公共団体に固定資産税に関し必要な情報を提供すべく努力を重ね

てまいりました。 

 特に、調査研究事業では、その時々の固定資産税を巡る問題点をテーマに選定し、

各テーマごとに学識経験者、地方公共団体等の関係者をもって構成する研究委員会

を設け調査研究を行ってまいりましたが、特に、本年度は７つの調査研究委員会を

設けて、専門的な調査研究を行い、固定資産税制度、資産評価制度の改善に寄与し

てまいりました。 

 家屋研究委員会では、「木造在来構法家屋とプレハブ構造家屋の評価方法の共通

化等」及び「在来構法家屋とプレハブ構造家屋の施工方法等に係る最近の動向」に

ついて調査研究を実施いたしました。 

この程、その調査研究の成果をとりまとめ、ここに研究報告書として公表する運

びとなりましたが、この機会に熱心にご研究、ご審議いただきました委員の方々に

対し、心から感謝申し上げます。 

 当評価センターは、今後とも、所期の目的にそって、事業内容の充実及び地方公

共団体等に役立つ調査研究に努力をいたす所存でありますので、地方公共団体をは

じめ関係団体の皆様のなお一層のご指導、ご支援をお願い申し上げます。 
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家屋研究委員会審議経過 
 
 
 
〇第１回 [平成１４年６月１８日（火）] 

（１） 平成１４年度調査研究項目等について 

（２） その他 

 

〇第２回 [平成１４年７月２５日（木）] 

（１） 軽量鉄骨造建物に関する調査結果について 

（２） その他 

 

〇第３回 [平成１４年９月１３日（金）] 

（１） 木造在来構法家屋とプレハブ構造家屋の評価方法の共通化に 

関する課題の整理について 

（２） その他 

 

〇第４回 [平成１４年１０月３０日（水）] 

（１） プレハブ家屋評価方法の変更点について 

（２） プレハブ統合後再建築費評点基準表による評価方法について 

（３） その他 

 

〇第５回 [平成１４年１２月１１日（水）] 

（１） 外周壁骨組・間仕切骨組と枠組壁体の統合について 

（２） 重量鉄骨プレハブの評価方法と試算について 

（３） その他 

 

〇第６回 [平成１５年１月２８日（火）] 

（１） 報告書案の審議、検討 

（２） その他 

 

〇第７回 [平成１５年３月５日（水）] 

（１） 木造在来構法家屋とプレハブ構造家屋の評価方法の共通化等に 

関する調査研究について 

（２） 在来構法家屋とプレハブ構造家屋の施工方法等に係る 

最近の動向に関する調査研究について 

（３） その他 
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木造在来構法家屋とプレハブ構造家屋の 

評価方法の共通化等に関する調査研究 

 

 

 

一 調査研究の目的 

 

 現在、住宅用プレハブ構造家屋（以下「プレハブ構造家屋」という）の評価について

は、「住宅、アパート用工場量産組立式（プレハブ方式）構造建物に係る再建築費評点

基準表（準則）」（以下「プレハブ準則」という。）を定め、これを参考に評価する方法

が採られている。 

 しかしながら、近年においては木造在来構法家屋とプレハブ構造家屋の完成後の差違

が小さくなるとともに、その建築コストの差も縮小していると考えられるとの指摘がな

されている。この点を踏まえ、平成15年度の評価基準においては、木質系・軽量鉄骨系

プレハブ準則について、主体構造部以外の部分別についてはプレハブ特有の補正を廃し、

木造家屋評点基準表（以下「木造本則」という）に基づき作成されたところである（資

料１）。 

 しかし、平成１５年度の評価基準においてはプレハブ準則の範囲内における整理であ

ったものを、さらに推し進めて在来構法木造家屋とプレハブ構造家屋の評価方法の整理

統合について検討する必要がある。よって、平成１５年度の評価基準においては在来構

法家屋と整合していない木質系及び軽量鉄骨系プレハブ構造家屋の主体構造部の取扱

いを中心に、鉄筋コンクリート系プレハブ構造家屋の評価の本則化等も併せ、在来構法

家屋とプレハブ構造家屋の評価方法の共通化・統一化に向けての調査・研究を行うこと

とする。 

 なお、この研究は、平成１３年度の当委員会における「在来構法家屋の資材等のプレ

ハブ化に関する調査研究」に引き続き行うものである。 

 

（参考） 

；プレハブ準則（再建築費評点基準表）の提示等の経緯 

昭和４２年度（昭和 41 年 11 月 30 日）提示 

・ 住宅・アパート用工場量産組立式（プレハブ）構造建物（鉄筋コンクリート系） 

・ 住宅・アパート用工場量産組立式（プレハブ）構造建物（軽量鉄骨系） 

昭和４８年度（昭和 47 年 11 月 6 日）提示 

・ 住宅・アパート用工場量産組立式（プレハブ）構造建物（木質系） 

- - 1





平成１５年度（平成 14 年 7 月 9 日）提示 

・ 在来構法木造家屋に係る再建築費評点基準表の簡素化合理化に伴い、住宅・アパート

用工場量産組立式（プレハブ）構造建物（木質系・軽量鉄骨系）の簡素化合理化を行

う。 

（資料） 

・ 「平成 15 基準年度プレハブ準則見直しの概念図」（資料１） 

・ 「評価基準とプレハブ準則の関係」（資料２） 

 

（参考） 

；平成１３年度家屋研究委員会「在来構法家屋の資材等のプレハブ化に関する調査研究」

報告書（抜粋） 

 

 ２－３ 成果の概要 

 木造住宅合理化認定システムの分析を通して、在来構法と呼ばれている、木造住

宅に用いられている軸組構法について、軸組部材の機械プレカット、壁のパネル化、

床、屋根のパネル化などのプレハブ技術が応用されている。また、接合金物の改良、

プラットフォーム構法の導入、断熱性、気密性、耐久性などの性能の向上が見られ

ることが確認できた。これらは、在来家屋の評価においても、もはやプレハブ住宅

との差違を設ける状況が過去のものとなったことを裏付けている。 

 ４－２ 評価基準の見直しに向けて 

 本研究により、現在の在来構法家屋は、生産性や性能に関する技術面において、

プレハブ住宅などと遜色ないものと考えてよいことが、裏付けられたといえる。こ

れは、これまでにも評価の現場から、在来構法家屋とプレハブ住宅の評価額が実態

と馴染まないという声が多く聞かれていたことに対し、改善することが適当である

ことを示していると考えられる。 

 一方、在来構法家屋は我が国の伝統を承継している構法であり、今もなお伝統的

な要素を多く残したものも地域によっては少なからず建てられている。しかし、プ

レハブ住宅が見かけ上在来構法と見分けがつかない方向に発展してきたことから、

プレハブ住宅と在来構法住宅の多くは、一見類似したものとなっており、伝統的な

要素を多く残したものについても、その多くは最新の設備・部品や建材を用い、性

能についてもプレハブ住宅と遜色のないものが造られているといってよいことか

ら、少なくとも固定資産評価に関しては、プレハブ住宅と在来構法家屋について、

生産性の観点から差違を設けることは、現状にそぐわないと考えられる。 

 

 

- - 3





二 木質系プレハブ構造家屋の評価方法 

 
 

 平成１５年度プレハブ準則において当面現行どおりの取扱いとされた主体構造部（外

周壁骨組、間仕切骨組、小屋組、床組）等の評価方法を検討した。平成１３年度調査研

究報告「在来構法(木造)家屋の資材等のプレハブ化に関する調査研究」の結果を基礎に、

木質系プレハブ構造家屋の評価も、木造在来構法家屋と同じく木造本則で行うという方

法を提案し、具体的な検討を行った。 

 

 

１ 基本的な考え方 

 在来構法木造家屋とプレハブ構造家屋の完成後の差違は僅少であり、建築コストも

接近している状況にある。そのような事情を勘案し、家屋評価方法の整理合理化を目

指す一環として、木質系プレハブ準則の木造本則への統合等を検討する。 

 平成15基準年度におけるプレハブ準則の標準評点数は、基準改正により、主体構造

部以外の部分については、木造本則から積算することとなった。よって、今後の木質

系プレハブ準則の木造本則への統合については、残された主体構造部の評価方法を中

心に統合を図ることとする。 

 

 

２ 評価方法の検討 

 木質系プレハブ構造家屋と木造在来構法家屋、特に枠組壁体構造家屋の、完成後の

差異及び建築コストの差異が僅少であることから、木質系プレハブ準則を廃止し、木

質系プレハブ構造家屋も枠組壁体構造家屋と同様の評価方法（木造本則）により評価

するものとする。なお、その改正案の木造本則を、以下「木造改正試案」という。 

 以下、評価方法について平成15年度基準改正で見直されなかった部分別「外周壁骨

組、間仕切骨組」、「小屋組」、「床組」、「基礎」、について検討するものとする。 

 

(1) 外周壁骨組、間仕切骨組 

平成15年度木質系準則 木造改正試案 

部分別 評点項目 標準量 
標準 

評点数
部分別 評点項目 標準量 

標準 

評点数

外周壁 

骨組 

木製 

パネル 

延床面積

１㎡当

1.2㎡ 

7,230

間仕切 

骨組 

木製 

パネル 

延床面積

１㎡当

0.8㎡ 

4,410

柱・壁体 壁体 

延床面積

１㎡当

2.0㎡ 

11,640
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上表のとおり木質系プレハブ構造家屋と枠組壁体構造家屋の壁体部分を、共に部

分別「柱・壁体」の評点項目「壁体」で評価することとする。 

これにより、「外周壁骨組」と「間仕切骨組」を別個に評価するのではなく、現行

評点項目「枠組壁体」のように、両部分別を一体とみなした評点項目「壁体」によ

って評価することとなるので、家屋評価方法の整理合理化につながる。さらに、「木

製パネル」という限定的な製品名ではなく、「壁体」という一般化された名称にする

ことにより、プレハブ構造家屋の木製パネル、最近多用される軽鉄枠パネル、ある

いは枠組壁体構造家屋の壁体も包括的に評価することが可能となり、このこともま

た家屋評価方法の整理合理化につながるものである。 

また、木造本則を前記のように改正することで、枠組壁体構造建物の評価方法も

変更される。現行部分別「柱・壁体」の評点項目「枠組壁体」の標準量についても、

他の部分別と同じく、延べ床面積１㎡当たりの施工面積を標準量とすることで、評

価方法の統一化を図ることができる。さらに、評点項目「壁体」は、現行の木質系

プレハブ準則の外周壁骨組と間仕切骨組から評点数を積算しているため、木造改正

試案においては現行木造本則の枠組壁体構造建物用の評点項目「土台」について別

途に評点付設する必要はないものとなる。 

今後平成１８基準年度の評点基準表を作成するときには、評点項目「壁体」部分

に使われる資材の一般的なものについて、施工の実態を反映させて新たに積算し直

す必要がある。ただし、現時点で平成１８基準年度での評点数の積算はできないた

め、以下で行う試算においては、平成１５基準年度の評点数を使用する。 

また、現行木質系プレハブ準則の評点項目「木製パネル」は、厚さが90㎜のもの

を標準として積算されているが、現在では厚さが120㎜のものが多く、厚さによるコ

ストの差はそれほど無いと考えられることから、壁体の標準的な厚さを120㎜とし、

補正項目「パネルの厚さ」は廃することとする。 

なお、下記の試算においては、平成15基準年度ベースの評点数での比較という観

点から、厚さが90㎜のもので試算している。 

    

(2) 小屋組 

 部分別「小屋組」については、枠組壁体構造家屋と木質系プレハブ構造家屋にお

いて、造りはほぼ共通するという観点と、さらに外観からの判断が困難な部分の評

価については極力簡素化するという観点から、木造本則と評価方法を同じくするこ

ととする。なお、木造本則では部分別屋根の評点数に、小屋組の評点数も含むもの

である。 

 平成１５基準年度の具体的積算においては、木質系プレハブ準則の小屋組の積算

には「和小屋組梁間３．６ｍ」（合計評点数2,858点）を使用している。また、木造

本則において部分別屋根に含め積算している小屋組は「和小屋組梁間５．４ｍ」（合
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計評点数3,302点）である。さらに、木質系プレハブ準則の小屋組の積算に当たって

は、在来構法と比べ梁、桁等が比較的少なかったという理由で、前記の2,858点にさ

らに木材量の補正率0.3を乗じて算出している。今回の改正で、この0.3の乗率を廃

し、さらに積算もとの評点項目を「梁間３．６ｍ」から「梁間５．４ｍ」に変えた

ことで、部分別小屋組の評点数は上昇すると考えられる。 

 

(3) 床組 

 従来の木質系プレハブ準則の床組の評点数積算に当たっては、プレハブ化による

補正率で１割減じ、下地床板を含むことによる補正率で１割増していることから、

「軽量鉄骨床組」を除き、結果的に木造本則の床組と同点数となっている。 

 しかし、在来構法家屋とプレハブ構造家屋で差異がないことと、評価の整理合理

化の観点から、木造本則と評価方法も統一化することとする。評点項目「軽量鉄骨

床組」については、外観からの判断が困難な部分の評価は統合し極力簡素化すると

いう観点から、木造本則に存在する評点項目で評価することにより、評価方法を共

通化することとする。具体的には一階にあれば一階床組、二階にあれば二階床組と

評点付設することになる。 

 

(4) 基礎 

 独立基礎と布基礎が併用して施工されている家屋は、実際の施工例が少ないこと

から、標準評点数の積算に独立基礎を含まない形で積算することとした。標準評点

数は、独立基礎を含まない現行の準則の標準量、「建床面積１㎡当たり延長０．９５

m」で積算することとなる。なお、これにより、木造本則の評価方法も変更される。

具体的な標準評点数は以下のとおり。 

 

評点項目 標準評点数

布基礎 地上高 30cm 5,420点 

        45cm 6,970点 

        60cm 7,850点 

 

(5) 床 

 平成１５年度基準までの木質系プレハブ準則では、部分別「床」の標準評点数は、

木造本則部分別「床」の評点数から、下地に係る資材費及び労務費分の評点数を控

除して作成されている。これは、部分別「床組」の評点数に下地床板分の評点数を

含んでいるという考え方によるものである。 

 しかし、前記「(3) 床組」にあるとおり、床組の評価については木造本則と統合

化され、木造本則と同様に、床の評点数は下地床板分を含んだものとなるため、部

分別床の評点数から下地床板分を控除する理由がなくなる。よって、部分別「床」
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についても、「床組」の積算の考え方の変更に伴い「床仕上」も木造本則と同一の標

準評点数を採用するものとする。 

 以上の「(3) 床組」「(5) 床」における変更点のイメージ図は次のとおり。 

 

      在来木造       現行プレハブ        在来木造及び 

                 （木質、軽鉄）        在来軽鉄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

床構造 

 ×0.9（プレハブ化） 

 ×1.1（床仕上の 

     下地分） 

下地分 

床仕上（下地分控除） 

床
仕
上 仕上資材分

下地分 

床組（木造） 

 または 

床構造（軽鉄）

床
仕
上 仕上資材分 

下地分 

床組 

標
準
評
点
数 

改
正

 

 

３ 試算 

 以上の考え方により、木質系プレハブ構造家屋、枠組壁体構造家屋、木造在来構法

家屋ともに評価できる木造改正試案を作成した。以下において、同じ木質系プレハブ

構造家屋を、現行木質系プレハブ準則により評価した場合と、木造改正試案により評

価した場合の再建築費評点数の変動を試算する。 

 試算においては、全国１４団体の木質系プレハブ構造家屋１４棟のデータを収集し、

それを現行木質系プレハブ準則と木造改正試案（評点数はともに平成１５基準年度ベ

ースで作成）の両方を用いて評価し、評点数の変動を算出した。 

 その結果が、各団体のうち平均値に比較的近い団体Ｊの再建築費評点数の変動を表

示した表１と、全団体の部分別の変動率を一覧表示した表２である。以下において、

各表の分析を行う。 

 

  (1) 各団体の木質系プレハブ家屋の試算方法（表１） 

 各団体の木質系プレハブ家屋を、現行木質系プレハブ準則と木造改正試案でそれ

ぞれ評価したときの評点数の変動を試算したが、そのうち団体Ｊの結果が表１であ

る。以下において、計算方法の説明を行う。 

   ① 柱・壁体（外周壁骨組、間仕切骨組） 

 前記「２ (1) 外周壁骨組、間仕切骨組」のとおり、木質系プレハブ準則にお

ける部分別外周壁骨組、間仕切骨組の評点項目「木製パネル」は、木造改正試案 
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では部分別柱・壁体の評点項目「壁体」で評価することとなった。その際、２つ

に分かれていた評点項目を１つに統合するために、補正係数の扱いを考慮する必

要がある。 

 今回の試算に当たっては、外周壁骨組と間仕切骨組の量的補正率（「施工量の多

少」、「平面の形状」、「開口率の大小」、「階高」等）が異なる場合には、外周壁骨

組「木製パネル」の標準評点数と、間仕切骨組「木製パネル」の標準評点数の評

点数比で加重平均を取ることで、木造改正試案「壁体」の量的補正率を算出した。

具体的計算方法は以下のとおり。 

 

   外周壁骨組「木製パネル」標準評点数 7,230点 

   間仕切骨組「木製パネル」標準評点数 4,410点 

   柱・壁体「壁体」標準評点数 11,640点（＝ 7,230 ＋ 4,410） 

   外周壁骨組の評点数比 ＝ 7,230 ÷ 11,640 ＝ 0.62 

   間仕切骨組の評点数比 ＝ 4,410 ÷ 11,640 ＝ 0.38 

    団体Ｊの場合 

     外周壁骨組の量的補正係数 1.0 

     間仕切骨組の量的補正係数 0.9 

     加重平均 ＝ 0.62 × 1.0 ＋ 0.38 × 0.9 ＝ 0.96  

          ＝ 「壁体」の量的補正係数 

 

   ② 建具 

 建具については、現行木質系プレハブ準則と木造改正試案において標準量が異

なり、準則では「延べ床面積１㎡当たり０．８㎡」、試案では「延床面積１㎡当た

り０．６本」となっている。標準量が異なるため、量的補正率（「施工量の多少」）

が準則と試案で同率とすると、施工されている建具の量が同一家屋において異な

ることとなる。よって、準則から試案に移行する際には、補正項目「施工量の多

少」の補正率を換算する必要がある。 

 換算方法を検討する。１本 ＝ 0.909ｍ × 1.82ｍ ＝ 1.65438㎡となり、

1.65438㎡ × ０．６ ≒ 1.0㎡ より、木造改正試案の標準量の単位を㎡に

直すと、延床面積１㎡当たり１㎡となる。標準量の比が 準則：試案＝0.8：1.0 

となるので、換算するときには、準則の「施工量の多少」の補正率に0.8を乗じれ

ば、試案の「施工量の多少」の補正率が算出されることとなる。 

 

  (2) 試算結果の分析 

 前記の考え方により、各団体の木質系プレハブ構造家屋の評点数変動率を試算し

たが、その結果を部分別ごとにまとめたものが表２である。表２には各家屋の結果
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数値の平均が示されている。 

 「１㎡当再建築費評点数」欄には、各家屋の、現行木質系プレハブ準則と木造改

正案のそれぞれの基準表における㎡当たり再建築費評点数が示され、「変動率」欄で

はその比率が示されている。「部分別再建築費評点数変動率」欄には、各部分別ごと

の現行木質系準則と木造改正案による部分別再建築費評点数の比（＝ 木造改正案

部分別再建築費評点数 ／ 木質系準則部分別再建築費評点数）が示されている。

また、欄の表頭の上段が木造改正案、下段が木質系プレハブ準則での部分別区分名

である。「部分別ウェイト」欄には、各部分別再建築費評点数が一棟の家屋全体の再

建築費評点数に占める割合が、木質系プレハブ準則と木造改正案別に示されている。

以下において、木質系プレハブ構造家屋の評点数変動の状況を、各部分別ごとに分

析する。 

 

   ① 屋根、小屋組 

 木質系プレハブ準則の部分別「屋根仕上」と「小屋組」の部分別再建築費評点

数の合計と、木造改正試案の部分別「屋根」の部分別再建築費評点数を比較する。

これは、前記「２ (2) 小屋組」にあるとおり、木造改正試案の部分別「屋根」

の評点数には、小屋組分の評点数も含まれて積算されているからである。 

 部分別再建築費評点数変動率（＝ 木造改正試案部分別再建築費評点数 ／ 

木質系プレハブ準則部分別再建築費評点数）の平均は、同じく前記「２ (2) 小

屋組」の理由で小屋組の評点数が上昇することに伴い、１．１９０となる。 

 なお、団体Ａの変動率のみ0.877と、他の団体と大きく異なり1.000を下回る数

値となっている。 

 この理由を以下に述べる。団体Ａの評点項目構成は、屋根仕上が「化粧スレー

ト」8,710点、小屋組が「軽量鉄骨造」2,660点である。それぞれの補正係数は、

屋根仕上における補正係数が補正項目「軒出の大小」の0.80、小屋組における補

正係数が補正項目「部材の厚さ」の1.30である。木質系プレハブ準則における具

体的計算は以下のとおり。 

 

 屋根仕上 ＝ 8,710 × 0.80 ＝ 6,968点（㎡当たり評点数） 

 小屋組  ＝ 2,660 × 1.30 ＝ 3,458点（㎡当たり評点数） 

 合計   ＝ 6,968 ＋ 3,458 ＝ 10,426点（㎡当たり評点数） 

 

 対して、木造改正試案は現行の木造本則を適用している。木造本則では屋根仕

上と小屋組の評点数を合わせて部分別「屋根」の評点数としている。評点項目「化

粧スレート」の標準評点数は11,430点である。これに部分別「屋根」の補正項目

「軒出の大小」の補正係数0.80のみがかかり、小屋組部分については改正前は補
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正係数1.30であったものが、部分別「屋根」全体に係る「軒出の大小」の補正係

数0.80がかかることになり、その結果変動率が0.877となったものである。 

 

 屋根 ＝ 11,430 × 0.8 ＝ 9,144点（㎡当たり評点数） 

 

 このように、団体ＡについてはH15基準年度の木質系プレハブ準則による評点数

が、木造改正試案による評点数を上回っている。この現象は、上記のとおり準則

において屋根仕上に1.00を大きく下回る補正係数がかかり、小屋組に1.00を大き

く上回る補正係数がかかっていた団体Ａのみの個別事情であり、他の団体では全

て、試案による評点数の方が準則による評点数より高い。 

 

   ② 柱・壁体（外周壁骨組、間仕切骨組） 

 木質系プレハブ準則の部分別「外周壁骨組」と「間仕切骨組」の部分別再建築

費評点数の合計と、木造改正試案の部分別「柱・壁体」の部分別再建築費評点数

を比較する。部分別再建築費評点数変動率の平均は０．９９８となる。木造改正

試案の評点項目「壁体」は、外周壁骨組と間仕切骨組の評点数の合計として評点

数を積算しているため、変動率は端数処理分を除くとほぼ１となる。 

 

   ③ 建具、造作 

 木造本則には部分別「建具」と部分別「造作」が存在する。プレハブ家屋等の

洋風の家屋においては、部分別「造作」の部分別再建築費評点数は、部分別「建

具」の部分別再建築費評点数の０．４倍と定められている（床間を除く）。 

 この考え方を基に、木質系プレハブ準則の部分別「建具」の評点数は、まず木

造本則の建具の標準評点数に１．４を乗じ、次に木造本則と木質系プレハブ準則

の標準量の差を考慮した標準量の補正０．８を乗じて積算されている。 

 よって、今回の試算においては、木質系プレハブ準則による部分別「建具」の

部分別再建築費評点数と、木造改正試案による部分別「建具」と「造作（床間除

く）」の部分別再建築費評点数の合計を比較する。 

 その結果、部分別再建築費評点数変動率の平均は０．９９９となる。木質系プ

レハブ準則の部分別建具の評点数は、木造本則を基に、施工量が同じであれば木

造本則の建具と造作の合計と同一になるように積算されているため、変動率は端

数処理分を除くとほぼ１となる。 

 

   ④ 床 

 木質系プレハブ準則の部分別「床組」と「床仕上」の部分別再建築費評点数の

合計と、木造改正試案の部分別「床」の部分別再建築費評点数を比較する。これ
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は、木造改正試案の部分別「床」において、床組と床仕上の両方を評価するよう

になっているからである。 

 部分別再建築費評点数変動率の平均は、１．１５６となる。これは、前記「２ 

(3) 床組，(5) 床」にあるとおり、下地床板分の控除をしないことに伴い、床

仕上分の評点数が上昇することによるものである。 

 

 

４ まとめ 

 試算の結果、１４団体の木質系プレハブ構造家屋１４棟の再建築費評点数変動率の

平均は１．０２７であった。 

 木造在来構法家屋と木質系プレハブ構造家屋の見かけ上の差異が僅少である状況

から、昨年度の報告において、技術面・生産性の観点からプレハブ構造家屋と在来構

法家屋の評価方法に差異を設けることは適当ではないという結論が出されたことか

ら、家屋評価の一層の整理合理化・簡素化の一環として、木質系プレハブ構造家屋と

木造在来構法家屋の評価方法の共通化・統一化を図る趣旨及び、プレハブ構造家屋の

評価が在来構法家屋に比べて低い傾向があるという意見が団体から寄せられていた

ことを考え合わせると、木造改正試案は両基準表の統合案として合理的なものと考え

られる。 

 

 

三 枠組壁体構造家屋の評価方法 

 

 前記「二 木質系プレハブ家屋の評価方法」において、現行木造本則の部分別「柱・

壁体」の評点項目「枠組壁体」を「壁体」に変え、標準評点数についても木製パネルも

枠組壁体も評価できるように積算し直すこととした。それにより、現行木造本則で評価

している枠組壁体構造家屋の再建築費評点数にも変動が生じることとなるため、以下に

おいてその変動状況について試算し、評価方法の変更が適正と認め得るか検討する。 

 

 

１ 試算 

 枠組壁体の標準評点数が変動するため、木質系プレハブ構造家屋と同様に試算を行

うこととする。各団体のうち平均値に比較的近い団体Ｃの再建築費評点数の変動を計

算したものが表３で、全試算対象家屋の部分別変動率の一覧が表４である。 

 今回の木造改正試案によって、枠組壁体構造家屋の評価方法に変更が生じるのは、

部分別柱・壁体の評点項目「枠組壁体」と「土台」のみである。以下において各評点

項目の変動の分析を行う。 
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  (1) 枠組壁体 

 木造本則評点項目「枠組壁体」の標準量は、「延べ床面積１㎡当たり延長１．０５

ｍ」であるが、木造改正試案の評点項目「壁体」の標準量は「延べ床面積１㎡当た

り２．０㎡」であり、単位が異なっている。そのため単純に標準評点数を置換える

だけではなく、換算を行っている。換算方法は表３を例に説明すると次のとおりで

ある。 

 

 延べ床面積 １２４．３７㎡ 

 枠組壁体の「施工量の多少」補正率１．０ 

 枠組壁体の標準高 ２．４４ｍ 

 建具の「施工量の多少」補正率１．０ 

 建具の標準量は０．６本だが、その中には雨戸０．１本を含むため、壁体の換 

  算には０．５本を用いる。 

  0.5本 ＝ 0.901m × 1.82m × 0.5 ≒ ０．８㎡ 

  

  枠組壁体の施工面積 ＝ 124.37㎡（延べ床面積） × 2.44ｍ（標準高） 

   × 1.05ｍ（標準量）× 1.0（補正率）＝ 318.63㎡ 

  枠組壁体の面積には建具も含み、壁体の標準量には建具を含んでいないた 

  め、建具の面積を控除する。 

   建具面積 ＝ 0.8㎡（標準量より）× 1.0（補正率）  

    × 124.37㎡（延べ床面積） ＝ 99.49㎡ 

   壁体面積 ＝ 318.63㎡ － 99.49㎡ ＝ 219.14㎡ 

   壁体標準施工面積 ＝ 2.0㎡（標準量）× 124.37㎡（延べ床面積） 

    ＝ 248.74㎡ 

   「壁体」施工量の多少補正率 ＝ 219.14㎡ ÷ 248.74㎡ ＝ 0.88 

 

 以上の補正率換算の結果、部分別再建築費評点数平均変動率を見ると、 

１．７９０である。 

 

  (2) 土台 

 前記「二 ２ (1) 外周壁骨組、間仕切骨組」のように、現行木造本則では枠組

壁体構造家屋を評価する場合、評点項目「土台」を評点付設していたが、木造改正

試案では「土台」は、木質系プレハブ構造家屋と同様に、別途評点付設する必要は

ないものとなる。よって、現行木造本則において、家屋一棟のうち平均で１．１４％

のウェイトを占めていた「土台」は、木造改正試案においては評点数が０となる。 
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２ まとめ 

 試算の結果、家屋全体の再建築費評点数変動率は平均で１．０４５であった。 

 在来構法家屋の一般的な傾向として、壁・床・屋根のパネル化等のプレハブ技術の

応用が進められ、断熱性・耐久性等の性能向上が見られることから、木造在来構法家

屋と木質系プレハブ構造家屋の評価方法の共通化・統一化を図る趣旨及び、木質系プ

レハブ構造家屋と枠組壁体構造家屋については、完成後の外観上の差異が僅少である

にも関わらず、枠組壁体構造家屋の評価は低目に出る傾向があるという意見が評価す

る現場から寄せられていたことから考え合わせると、標準的な資材により積算内容を

見直した木造改正試案は枠組壁体構造家屋の評価についても合理的なものと考えら

れる。 

 

 

四 軽量鉄骨系プレハブ構造家屋の評価方法 

 

１ 基本的な考え方 

 現行の評価基準には、軽量鉄骨造の住宅を評価する際の基準表として、「別表第

12 ２．事務所、店舗、百貨店用建物以外の建物 (8)軽量鉄骨造建物 ア 住宅、

アパート用建物」（以下、非木造軽鉄本則という）と、「住宅、アパート用工場量産

組立式（プレハブ方式）構造建物に係る再建築費評点基準表（準則） ２． 住宅、

アパート用工場量産組立式（プレハブ方式）構造建物 （軽量鉄骨系）」（以下、軽

鉄系プレハブ準則）の二つの基準表が存在する。 

 平成１５基準年度のプレハブ準則見直しでは、軽量鉄骨系プレハブ構造家屋の評

価について、主体構造部以外については木質系と同様という観点から、木造本則と

整合を図ることとされた。 

 しかし、主体構造部については、さらなる検討が必要とされ、積算方法は平成 

１２基準年度のとおりとされたところである。 

 そこで、この主体構造部の評価のあり方について検討することとする。 

 

 

２ 軽量鉄骨造住宅・アパート用家屋の建築現状調査 

 軽量鉄骨系プレハブ構造家屋の評価方法を検討する中で、現行軽鉄系プレハブ準

則がどの程度評価に使われているのか把握する必要があるため、現在建築される軽

量鉄骨造住宅・アパートのうち、プレハブ構造家屋と在来構法家屋がそれぞれどの

くらいのウェイトを占めるのかを調査した。 

 調査対象は、人口１０万人以上の市及び特別区において平成１３年中に建築され

た軽量鉄骨造住宅・アパート用家屋、47,685棟である。調査結果は、資料３に示す 
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とおりだが、プレハブ準則による評価が９７％に及び、対象家屋のうち９７％がプ

レハブ構造であると考えられる。 

 

 （※全国で平成13年中に建築された軽鉄住宅アパートは78,205棟。調査対象家 

  屋はこの６１％に上る。） 

 

 

３ 評価方法の検討 

 前記「２ 軽量鉄骨造住宅・アパート用家屋の建築現状調査」によって判明した

とおり、現在建築される軽量鉄骨造住宅・アパートのほとんどはプレハブ構造家屋

であり、プレハブ構造家屋が標準的・一般的なものと考えられる。 

 また、在来構法家屋の工業化が進展している現在、本来工業化の度合いの比較的

高い在来構法の軽量鉄骨造住宅と、軽鉄系プレハブ構造家屋の建築コストは接近し

ていると考えられ、もはや評価上の差異を設ける必要はないものと考えられる。 

 このようなことから、現行非木造軽鉄本則の「軽量鉄骨造建物 ア 住宅、アパ

ート用」評点基準表は、軽量鉄骨造住宅で一般的である軽鉄系プレハブ構造家屋に

適用している現行の軽鉄系プレハブ準則を基礎に所用の調整を行ったものに改正し、

実態により一層適合させることにより、評価方法の統合を図るものとする。なお、

その準則を調整して作成した本則基準表を、以下「軽鉄改正試案」という。 

 以上の方針に基づき、平成15年度評価替えで見直されなかった主体構造部の「軽

量鉄骨」、「床構造」、「外周壁骨組」、「間仕切骨組」、「基礎」について検討するとと

もに、「床構造」の積算の考え方の変更に伴う「床仕上」の積算について検討する。 

 

(1) 軽量鉄骨（主体構造部） 

 平成15基準年度の評点項目「軽量鉄骨」の標準評点数積算方法は以下のとおり。 

 

 218,422（「軽量鉄骨」合計評点数）× 0.042ｔ（標準量） 

 × 0.8（プレハブ化による補正率）≒ 7,330点 

 

 軽量鉄骨の合計評点数の積算に当たっては、現場建方や現場塗装等を積算に含み、

現場で在来構法により建てる方法が想定されている。しかし、上記２の調査により、

軽量鉄骨造住宅のほとんどがプレハブ構造家屋であり、プレハブ構造家屋が標準的

となっていること、同じ資材を用いて建てられた家屋の資産価値は結果的に等しい

という観点、さらに在来構法家屋よりも工業化が進められていることから、実態に

即した積算方法を検討（例えば「現場塗装」等の評点数）し、その方法により積算

し直した評点数を全ての軽量鉄骨造家屋の評点付設に用いるものとする。（従来の
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プレハブ化による補正率は適用しないものとする。） 

 なお、以降の試算においては、現時点で具体的な評点数を積算することができな

いため、平成１５基準年度の評点数（プレハブ化による補正率０．８を乗じた値）

を積算見直し後の評点数とみなすこととする。 

 

(2) 床構造 

 軽鉄系プレハブ準則の部分別「床構造」は、木質系プレハブ準則の部分別「床組」

と積算方法が同じである。 

 よって木質系と同様に積算の考え方を変え、評点数はそのままだが、床構造部分

には下地床板分の評点数を含まないこととする。 

 

(3) 外周壁骨組、間仕切骨組 

 基本的に前記の木質系（二 ２ (1) 外周壁骨組、間仕切骨組）と同様の観点か

ら、外周壁や間仕切の別なく「壁体」で評価することとする。現行の軽鉄系プレハ

ブ準則と軽鉄改正試案は、標準量が同じなので、「壁体」の評点数は現行軽鉄系プレ

ハブ準則の外周壁骨組と間仕切骨組の評点数を単純に合計したものとする。 

 その中で、外周壁骨組の評点項目「気泡コンクリート板 75㎜厚」の合計評点数

は、平成１５年度基準においては非木造評点基準表の同じ評点項目の合計評点数に、

プレハブ化による補正率０．８を乗じて算出されている。しかし、近年におけるプ

レハブ構造家屋と在来構法家屋の建築コストには補正率を乗じるほどのコスト差は

認められないこと、また、在来構法家屋の評価方法とプレハブ構造家屋の評価方法

の整理統合の観点からも、この「プレハブ化による補正率」は廃止することとする。 

 そのことによる評点数の変動は以下のとおり。 

 

   現行軽鉄プレハブ準則 

    6,371（本則合計評点数）× 0.8（プレハブ化による補正率） 

    × 1.2（標準量）≒ 6,110（準則標準評点数） 

   軽鉄改正試案 

    6,371 × 1.2 ≒ 7,640（試案標準評点数） 

 

   

(4) 床仕上 

 床仕上については軽鉄系プレハブと木質系プレハブの差異が認められないので、

前記木質系と同じく、下地に係る資材費及び労務費分の評点数の控除を廃すること

によって、標準評点数は上昇し、木造本則と同点数となる。 
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評点項目 平成15基準年度準則 試案 

畳 上 ６，７２０ ７，９１０ 

畳 並 ４，５９０ ５，７８０ 

フローリング ３，５３０ ４，７１０ 

じゅうたん ３，８７０ ５，０６０ 

縁甲板 ８，９００ １０，０９０ 

合板 ラワン １，５５０ ２，７４０ 

合板 化粧版 ２，５５０ ３，７３０ 

ビニル系床シート ２，０３０ ３，２１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 試算 

 次の考え方により、本則となる軽量鉄骨造建物 住宅、アパート用建物再建築費評

点基準表案を作成した。以下において、同じ軽鉄系プレハブ構造家屋を、現行軽鉄系

プレハブ準則により評価した場合と軽鉄改正試案により評価した場合の再建築費評

点数の変動を試算する。 

 試算においては、木質系と同じく全国１４団体の軽鉄系プレハブ家屋のデータを収

集し、それにより評点数の変動を算出した。平均値に比較的近い団体Ｅの軽鉄系プレ

ハブ家屋の再建築費評点数の変動を計算したものが表５で、全試算家屋の部分別変動

率の一覧が表６である。以下において、各表の分析を行う。 

 

 

５ 試算結果の分析 

 以上の考え方に基づき、各部分別ごとに分析する。 

 

 (1) 外周壁骨組、間仕切骨組 

 前記のとおり、外周壁骨組、間仕切骨組の別なく「壁体」で評価し、その評点数

は外周壁骨組と間仕切骨組の単純合計となるので、基本的に評点数に変動はない。

なお、外周壁骨組の評点項目「気泡コンクリート板 75㎜厚」の標準評点数につい

ては、前記「３ (3) 外周壁骨組、間仕切骨組」のとおりプレハブ化による補正率

を廃する変更がなされているので、その影響を試算すると、外周壁骨組の部分別再

建築費評点数平均変動率は１．０４４となる。 

 

 (2) 床仕上 

 軽鉄系プレハブ準則の部分別「床仕上」の標準評点数では、下地に係る資材費及

び労務費分の評点数が控除されている。前記のとおり、この控除を廃することで再

建築費評点数が上昇する。部分別再建築費評点数平均変動率は１．２９８となり、 
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前記「二 木質系プレハブ家屋の評価方法 ３ (2) ④ 床」の部分別再建築費評

点数平均変動率1.156と比較して変動幅が大きい。 

 これは、軽鉄系プレハブ準則の部分別「床仕上」の評点数には、もともと木質系

の床組に当たる「床構造」の評点数が含まれていないことによる。床組（床構造）

の評点数は変動しないため、床仕上の評点数変動の影響が薄められる木質系の変動

幅に比べ、軽鉄系の床仕上は、評点数の変動が直接反映され、大きくなるものであ

る。 

 

 

６ まとめ 

 試案による軽鉄系プレハブ構造家屋１４棟の試算の結果、再建築費評点数変動率は

平均で１．０２０であった。 

 現在建築される軽鉄造住宅のほとんどがプレハブ構造家屋であり標準的なものと

考えられること、また、在来構法家屋の工業化が進展している現在、本来工業化の度

合いの比較的高い在来構法の軽量鉄骨造住宅と軽鉄系プレハブ構造家屋とで、評価上

の差異を設ける必要はないものと考えられることなどから、家屋評価の一層の整理合

理化の一環として軽鉄系プレハブ構造家屋と軽鉄在来構法家屋の評価方法の共通

化・統一化を図る観点に即するならば、軽鉄改正試案は合理的なものと考えられる。 

 

 

五 重量鉄骨プレハブ構造家屋の評価方法 

 

１ 評価方法の検討 

 近年、プレハブ家屋には軽量鉄骨ではなく重量鉄骨を主体構造に使用するプレハブ

構造家屋（以下「重量鉄骨プレハブ家屋」という。）も生産されている。 

 従来、重量鉄骨プレハブ家屋の評価方法については、プレハブ準則軽量鉄骨系を用

い、主体構造部の軽量鉄骨の評点数を鉄骨の評点数に置換える方法が示されている。

今回の検討において前記「４ 軽量鉄骨系プレハブ家屋の評価方法について」のとお

り、軽鉄系プレハブ準則を本則とした場合、重量鉄骨プレハブ家屋をどの基準表で評

価するかという問題が生じる。 

 前記４のとおり改正されると、本則評点基準表に鉄骨住宅の評価にも用いる非木造

本則基準表（評価基準別表第12 ２（１）住宅、アパート用建物）と、プレハブ構造

家屋の評価にも適用される軽鉄本則基準表（評価基準別表第12 ２（８）軽量鉄骨造

建物 ア 住宅、アパート用建物）とが並存する状態となる。この状態で、重量鉄骨

プレハブ家屋の評価を、あえて軽量鉄骨住宅を評価するための基準表により行うこと

は適当でないと考えられる。 
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軽量鉄骨造住宅（ＬＧＳ造）及び鉄骨造住宅（Ｓ造）の 

評価方法の改正に伴う基準表の適用（イメージ図） 

 

 

 基準表適用（現行） 基準表適用（改正案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

非木鉄骨 

非木軽鉄 

Ｓ 造 プレハ

ブ住宅 

Ｌ Ｇ Ｓ造プ

レハブ住宅 

Ｓ造住宅 

準
則 

本
則 

軽鉄プレハブ 

（Ｓ造プレハ

ブ住宅は準用）

ＬＧＳ造 

 住宅 

 

非木鉄骨 

本
則 

Ｌ Ｇ Ｓ造プ

レハブ住宅 

Ｓ 造 プレハ

ブ住宅 

ＬＧＳ造 

 住宅 

Ｓ造住宅 

 

非木軽鉄 

 

  

また、重量鉄骨プレハブ家屋は、構造的に重量鉄骨在来構法家屋と変わりがないと

いう意見もあることから、重量鉄骨プレハブ家屋を評価する際には、原則どおり評価

基準別表第12 ２ （１）住宅、アパート用建物の評点基準表（以下において非木造

本則という）を用いることとする。 

 また、平成15基準年度まで示されていた重量鉄骨プレハブ家屋の評価方法において

は、重量鉄骨の評点数に０．８のプレハブ化による補正率を乗じた点数が提案されて

いたが、重量鉄骨在来構法家屋と比較して構造的に変わりがないことから、プレハブ

化による補正０．８を乗じる必要はないと考えられる。 

 なお、現行の補正項目「既製品の使用状況」がこのまま存在すると、重量鉄骨プレ

ハブ家屋の評価に際し、補正項目の名称からこの補正項目を適用して現在のプレハブ

化による補正率０．８、または基準表記載の補正率０．７が乗じられる可能性がある。

本来、「既製品の使用状況」による補正は、加工済み既製部材や同種同型鉄骨を大量

に使用する等によって注文生産品と比べてコストが減少する場合に、標準評点数が家

屋の取得価額を上回ってしまうことを是正するものとして、取得価額を参考として用

いる趣旨の項目であった。 

 したがって、この本来の補正の趣旨を活かしつつ、相当程度幅のあることが指摘さ

れる鉄骨取得（流通）価格の状況をも勘案し、かつ、前記のプレハブ化による補正率

として適用されることを避ける趣旨から、本補正項目の名称を「施工の程度」等に変
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更することが適当と思われる。 

 また、鉄骨造であっても戸建て住宅の場合、「建具」及び「建築設備（電気、ガス、

給排水）」については、木造専用住宅又は軽量鉄骨造戸建て住宅に近いと考えられる

ことから、部分別「建具」と「建築設備（電気、ガス、給排水）」については、現行

の木造本則や木質・軽鉄系のプレハブ準則と同じく、総合評点方式の評点数を設定し、

評価の均衡化と簡素化を図ることとする。ただし、総合評点方式による評点数が一定

の建物規模を想定して作成されていることから、総合評点方式の適用は戸建ての住宅

に限るものとする。 

 以上の改正内容を反映させた基準表を、以下において「非木改正試案」という。 

 

２ 試算 

 同じ重量鉄骨プレハブ家屋を、現行軽鉄系準則を準用して評価した場合と、非木改

正試案により評価した場合の再建築費評点数の変動を試算した。その際には２つの評

点基準表間の標準量の差異を考慮し、換算を行っている。 

 試算対象としたモデル重量鉄骨プレハブ家屋の再建築費評点数の変動を示したも

のが表７で、再建築費評点数変動率は１．０５６であった。 

 重量鉄骨プレハブ家屋と重量鉄骨在来構法家屋は構造的に差異がないことから、家

屋評価の一層の整理合理化の一環として、重量鉄骨プレハブ家屋と重量鉄骨在来構法

家屋の評価方法の共通化・統一化を図る趣旨からすれば、非木本則改正案は合理的な

ものと考えられる。 

 

 

３ 総合評点方式の他の構造への適用 

 評価基準別表第12 ２ の住宅用評点基準表中には、鉄骨造以外に、鉄筋コンクリ

ート造、コンクリートブロック造、鉄骨鉄筋コンクリート造の主体構造も含まれる。

別表第12 ２ (1)の評点基準表に総合評点方式の評点項目が追加されることから、

鉄骨造以外の構造の場合にも、戸建て住宅であれば総合評点方式の評点数により評価

することが可能である。 

 このことにより、戸建て住宅であれば木造・非木造を問わず評価方法の統一化が図

られ、評価の均衡化が推し進められることとなる。 

 

 

六 その他の検討項目 

 

１ 評点項目の新設について 

 木造改正試案及び軽鉄改正試案中の部分別「屋根」に、評点項目「陸屋根」を新設 
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する。これは１階部分の屋根として陸屋根が施工される状況が増えていることによる

ものである。 

 なお、具体的な評点数の積算は平成18基準年度までに行うものとする。 

 

 

２ 鉄筋コンクリート系プレハブ家屋の評価方法 

 現行のプレハブ準則には、木質系、軽量鉄骨系及び鉄筋コンクリート系の３種の評

点基準表がある。木質系と軽鉄系については、試案により評価方法の共通化が図られ

ることとなるが、鉄筋コンクリート系についても考察することとする。 

 鉄筋コンクリート系プレハブ構造家屋の評点基準表が準則に存在するのは、主体構

造部に非木造本則にない独自の評点項目があることが一因である。このことについて

は、例えば評点項目「プレキャストコンクリート造」等を単純に非木造本則に移行す

ることや、プレキャストコンクリートを評点項目「鉄筋コンクリート造」で評価する

ことが可能か検討することで、鉄筋コン系プレハブ準則と非木造本則の統合が図られ

るのではないかという意見も出されたところである。 

 そこで、その積算方法、補正項目等検討すべき事項も残されているため、鉄筋コン

系プレハブ準則の取扱いについては今後の検討課題と考える。 

 

 

七 まとめ 

 

 以上、木造在来構法家屋とプレハブ構造家屋の評価方法の共通化に関する調査研究を

主としながら、非木造家屋についても軽鉄系プレハブ構造家屋の評価を本則に統合する

等の検討を行い、これらの調査研究、検討のうえにそれぞれ改正試案を作成して結果を

検証したところである。その結果、調査研究、改正試案とも合理的で、妥当なものと総

括できる。 

 項目別にみると、木造家屋については、在来構法家屋とプレハブ構造家屋を同一の評

点基準表で評価することとなるので、評価のより一層の合理化及び均衡化が図られるこ

ととなる。 

 非木造家屋についても、軽鉄系住宅はプレハブ構造家屋・在来構法家屋ともに同一の

評点基準表で評価することとなり、同じく整理合理化及び均衡化が図られる。鉄骨造、

鉄筋コンクリート造、コンクリートブロック造、鉄骨鉄筋コンクリート造についても、

戸建て住宅については総合評点方式が導入されることにより、評価方法の簡素化及び他

構造の住宅との評価方法の統一化が図られることとなる。 

 また、評点基準表（準則を含む）の構成という点から考えると、プレハブ準則の評点

基準表３種のうち木質系が木造本則に統合され、軽鉄系が非木軽鉄本則に統合されるの
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で、２表が減ずることとなる。 

 以上のような調査研究に基づき、在来構法家屋とプレハブ構造家屋の評価方法を整理

統合し、両評価方法の共通化を図ることにより、家屋評価の一層の簡素化及び合理化が

可能となると考えられることから、今後の評価基準の改正に際して本調査研究の内容が

適切に反映されることを期待したい。 

 



 

付 属 資 料 

 

 

 

軽量鉄骨造建物総棟数及び本則適用により 

評価している家屋の集計表 



う
ち
住
宅

％

う
ち
ア
パ
ー

ト

％

A B B/A C C/A D D/A A－B （A-B)/A

1 北海道 札幌市 487 26 5.34 18 3.70 8 1.64 461 94.66
2 函館市 67 0 0.00 0 0.00 0 0.00 67 100.00
3 小樽市 15 0 0.00 0 0.00 0 0.00 15 100.00
4 旭川市 35 1 2.86 0 0.00 1 2.86 34 97.14
5 室蘭市 4 0 0.00 0 0.00 0 0.00 4 100.00
6 釧路市 23 0 0.00 0 0.00 0 0.00 23 100.00
7 帯広市 23 0 0.00 0 0.00 0 0.00 23 100.00
8 北見市 16 0 0.00 0 0.00 0 0.00 16 100.00
9 江別市 76 0 0.00 0 0.00 0 0.00 76 100.00
10 苫小牧市 35 1 2.86 1 2.86 0 0.00 34 97.14
11 青森県 青森市 172 4 2.33 4 2.33 0 0.00 168 97.67
12 弘前市 47 0 0.00 0 0.00 0 0.00 47 100.00
13 八戸市 83 1 1.20 0 0.00 1 1.20 82 98.80
14 岩手県 盛岡市 187 3 1.60 1 0.53 2 1.07 184 98.40
15   宮城県　 仙台市 718 8 1.11 6 0.84 2 0.28 710 98.89
16 石巻市 68 4 5.88 3 4.41 1 1.47 64 94.12
17 秋田県 秋田市 225 7 3.11 0 0.00 7 3.11 218 96.89
18 山形県 山形市 160 2 1.25 1 0.63 1 0.63 158 98.75
19 鶴岡市 22 0 0.00 0 0.00 0 0.00 22 100.00
20 酒田市 14 4 28.57 4 28.57 0 0.00 10 71.43
21 福島県 福島市 329 0 0.00 0 0.00 0 0.00 329 100.00
22 会津若松市 43 0 0.00 0 0.00 0 0.00 43 100.00
23 郡山市 270 0 0.00 0 0.00 0 0.00 270 100.00
24 いわき市 194 12 6.19 10 5.15 2 1.03 182 93.81
25 茨城県 水戸市 258 0 0.00 0 0.00 0 0.00 258 100.00
26 日立市 177 0 0.00 0 0.00 0 0.00 177 100.00
27 土浦市 167 0 0.00 0 0.00 0 0.00 167 100.00
28 つくば市 137 1 0.73 1 0.73 0 0.00 136 99.27
29 ひたちなか市 213 0 0.00 0 0.00 0 0.00 213 100.00
30 栃木県 宇都宮市 550 4 0.73 0 0.00 4 0.73 546 99.27
31 足利市 133 3 2.26 3 2.26 0 0.00 130 97.74
32 小山市 243 4 1.65 2 0.82 2 0.82 239 98.35
33 群馬県 前橋市 331 25 7.55 9 2.72 16 4.83 306 92.45
34 高崎市 295 6 2.03 3 1.02 3 1.02 289 97.97
35 桐生市 58 0 0.00 0 0.00 0 0.00 58 100.00
36 伊勢崎市 168 3 1.79 2 1.19 1 0.60 165 98.21
37 太田市 209 8 3.83 4 1.91 4 1.91 201 96.17
38 埼玉県 川越市 236 13 5.51 10 4.24 3 1.27 223 94.49
39 熊谷市 191 3 1.57 2 1.05 1 0.52 188 98.43
40 川口市 199 0 0.00 0 0.00 0 0.00 199 100.00
41 さいたま市 842 6 0.71 6 0.71 0 0.00 836 99.29
42 所沢市 167 12 7.19 7 4.19 5 2.99 155 92.81
43 岩槻市 71 1 1.41 0 0.00 1 1.41 70 98.59
44 春日部市 111 111 100.00 73 65.77 38 34.23 0 0.00 ※1
45 狭山市 103 6 5.83 3 2.91 3 2.91 97 94.17

本則適用

棟
数

％
県
名

団
体
名

総
棟
数

プレハブ準則適用

棟
数

％

付属資料

軽量鉄骨造建物総棟数及び本則適用により評価している家屋の集計表

No.
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プレハブ準則適用

棟
数

％No.

46 埼玉県 深谷市 96 0 0.00 0 0.00 0 0.00 96 100.00
47 上尾市 202 0 0.00 0 0.00 0 0.00 202 100.00
48 草加市 134 2 1.49 1 0.75 1 0.75 132 98.51
49 越谷市 151 4 2.65 2 1.32 2 1.32 147 97.35
50 戸田市 49 2 4.08 2 4.08 0 0.00 47 95.92
51 入間市 109 3 2.75 2 1.83 1 0.92 106 97.25
52 朝霞市 44 0 0.00 0 0.00 0 0.00 44 100.00
53 新座市 44 1 2.27 0 0.00 1 2.27 43 97.73
54 富士見市 56 3 5.36 1 1.79 2 3.57 53 94.64
55 三郷市 44 1 2.27 0 0.00 1 2.27 43 97.73
56 千葉県 千葉市 733 92 12.55 79 10.78 13 1.77 641 87.45
57 市川市 256 0 0.00 0 0.00 0 0.00 256 100.00
58 船橋市 307 3 0.98 2 0.65 1 0.33 304 99.02
59 木更津市 115 0 0.00 0 0.00 0 0.00 115 100.00
60 松戸市 253 8 3.16 8 3.16 0 0.00 245 96.84
61 野田市 118 0 0.00 0 0.00 0 0.00 118 100.00
62 佐倉市 118 0 0.00 0 0.00 0 0.00 118 100.00
63 習志野市 83 0 0.00 0 0.00 0 0.00 83 100.00
64 柏市 194 1 0.52 1 0.52 0 0.00 193 99.48
65 市原市 254 15 5.91 15 5.91 0 0.00 239 94.09
66 流山市 99 0 0.00 0 0.00 0 0.00 99 100.00
67 八千代市 153 2 1.31 2 1.31 0 0.00 151 98.69
68 我孫子市 98 1 1.02 1 1.02 0 0.00 97 98.98
69 鎌ヶ谷市 49 0 0.00 0 0.00 0 0.00 49 100.00
70 浦安市 28 0 0.00 0 0.00 0 0.00 28 100.00
71 東京都 特別区 2,683 35 1.30 28 1.04 7 0.26 2,648 98.70
72 八王子市 347 15 4.32 14 4.03 1 0.29 332 95.68
73 立川市 93 7 7.53 7 7.53 0 0.00 86 92.47
74 武蔵野市 52 2 3.85 2 3.85 0 0.00 50 96.15
75 三鷹市 74 0 0.00 0 0.00 0 0.00 74 100.00
76 青梅市 57 3 5.26 1 1.75 2 3.51 54 94.74
77 府中市 147 4 2.72 2 1.36 2 1.36 143 97.28
78 昭島市 51 0 0.00 0 0.00 0 0.00 51 100.00
79 調布市 96 1 1.04 0 0.00 1 1.04 95 98.96
80 町田市 275 3 1.09 3 1.09 0 0.00 272 98.91
81 小金井市 84 5 5.95 0 0.00 5 5.95 79 94.05
82 小平市 77 2 2.60 1 1.30 1 1.30 75 97.40
83 日野市 126 18 14.29 16 12.70 2 1.59 108 85.71
84 東村山市 62 1 1.61 1 1.61 0 0.00 61 98.39
85 国分寺市 49 0 0.00 0 0.00 0 0.00 49 100.00
86 東久留米市 26 0 0.00 0 0.00 0 0.00 26 100.00
87 多摩市 46 1 2.17 1 2.17 0 0.00 45 97.83
88 西東京市 83 1 1.20 1 1.20 0 0.00 82 98.80
89 神奈川県 横浜市 2,043 11 0.54 7 0.34 4 0.20 2,032 99.46
90 川崎市 597 28 4.69 22 3.69 6 1.01 569 95.31
91 横須賀市 390 0 0.00 0 0.00 0 0.00 390 100.00
92 平塚市 203 0 0.00 0 0.00 0 0.00 203 100.00
93 鎌倉市 114 0 0.00 0 0.00 0 0.00 114 100.00
94 藤沢市 296 11 3.72 0 0.00 11 3.72 285 96.28
95 小田原市 150 1 0.67 1 0.67 0 0.00 149 99.33
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96 神奈川県 茅ヶ崎市 184 0 0.00 0 0.00 0 0.00 184 100.00
97 相模原市 411 6 1.46 3 0.73 3 0.73 405 98.54
98 秦野市 145 0 0.00 0 0.00 0 0.00 145 100.00
99 厚木市 174 0 0.00 0 0.00 0 0.00 174 100.00
100 大和市 187 3 1.60 3 1.60 0 0.00 184 98.40
101 海老名市 66 0 0.00 0 0.00 0 0.00 66 100.00
102 座間市 53 0 0.00 0 0.00 0 0.00 53 100.00
103 新潟県 新潟市 281 6 2.14 6 2.14 0 0.00 275 97.86
104 長岡市 94 0 0.00 0 0.00 0 0.00 94 100.00
105 上越市 57 0 0.00 0 0.00 0 0.00 57 100.00
106 富山県 富山市 134 2 1.49 1 0.75 1 0.75 132 98.51
107 高岡市 68 7 10.29 7 10.29 0 0.00 61 89.71
108 石川県 金沢市 225 5 2.22 1 0.44 4 1.78 220 97.78
109 小松市 57 30 52.63 26 45.61 4 7.02 27 47.37
110 福井県 福井市 111 0 0.00 0 0.00 0 0.00 111 100.00
111 山梨県 甲府市 177 0 0.00 0 0.00 0 0.00 177 100.00
112 長野県 長野市 365 0 0.00 0 0.00 0 0.00 365 100.00
113 松本市 214 1 0.47 1 0.47 0 0.00 213 99.53
114 上田市 117 20 17.09 14 11.97 6 5.13 97 82.91
115 飯田市 66 2 3.03 1 1.52 1 1.52 64 96.97
116 岐阜県 岐阜市 332 0 0.00 0 0.00 0 0.00 332 100.00
117 大垣市 158 0 0.00 0 0.00 0 0.00 158 100.00
118 多治見市 72 4 5.56 0 0.00 4 5.56 68 94.44
119 各務原市 178 4 2.25 0 0.00 4 2.25 174 97.75
120 静岡県 静岡市 359 3 0.84 1 0.28 2 0.56 356 99.16
121 浜松市 680 32 4.71 14 2.06 18 2.65 648 95.29
122 沼津市 146 0 0.00 0 0.00 0 0.00 146 100.00
123 清水市 162 0 0.00 0 0.00 0 0.00 162 100.00
124 三島市 139 0 0.00 0 0.00 0 0.00 139 100.00
125 富士宮市 119 0 0.00 0 0.00 0 0.00 119 100.00
126 富士市 267 1 0.37 1 0.37 0 0.00 266 99.63
127 焼津市 134 2 1.49 0 0.00 2 1.49 132 98.51
128 藤枝市 151 2 1.32 2 1.32 0 0.00 149 98.68
129 愛知県 名古屋市 1,552 28 1.80 14 0.90 14 0.90 1,524 98.20
130 豊橋市 313 8 2.56 5 1.60 3 0.96 305 97.44
131 岡崎市 326 2 0.61 2 0.61 0 0.00 324 99.39
132 一宮市 241 4 1.66 2 0.83 2 0.83 237 98.34
133 瀬戸市 109 1 0.92 1 0.92 0 0.00 108 99.08
134 半田市 121 2 1.65 1 0.83 1 0.83 119 98.35
135 春日井市 389 16 4.11 9 2.31 7 1.80 373 95.89
136 豊川市 81 4 4.94 4 4.94 0 0.00 77 95.06
137 刈谷市 168 5 2.98 1 0.60 4 2.38 163 97.02
138 豊田市 494 0 0.00 0 0.00 0 0.00 494 100.00
139 安城市 153 0 0.00 0 0.00 0 0.00 153 100.00
140 小牧市 135 14 10.37 1 0.74 13 9.63 121 89.63
141 三重県 津市 218 0 0.00 0 0.00 0 0.00 218 100.00
142 四日市市 364 2 0.55 2 0.55 0 0.00 362 99.45
143 伊勢市 74 0 0.00 0 0.00 0 0.00 74 100.00
144 松阪市 161 10 6.21 2 1.24 8 4.97 151 93.79
145 桑名市 120 0 0.00 0 0.00 0 0.00 120 100.00
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146 三重県 鈴鹿市 229 5 2.18 5 2.18 0 0.00 224 97.82
147 滋賀県 大津市 435 2 0.46 2 0.46 0 0.00 433 99.54
148 彦根市 142 0 0.00 0 0.00 0 0.00 142 100.00
149 草津市 122 6 4.92 5 4.10 1 0.82 116 95.08
150 京都府 京都市 373 31 8.31 27 7.24 4 1.07 342 91.69
151 宇治市 132 1 0.76 1 0.76 0 0.00 131 99.24
152 大阪府 大阪市 413 117 28.33 99 23.97 18 4.36 296 71.67
153 堺市 448 4 0.89 3 0.67 1 0.22 444 99.11
154 岸和田市 217 0 0.00 0 0.00 0 0.00 217 100.00
155 豊中市 170 2 1.18 0 0.00 2 1.18 168 98.82
156 池田市 46 0 0.00 0 0.00 0 0.00 46 100.00
157 吹田市 107 0 0.00 0 0.00 0 0.00 107 100.00
158 高槻市 232 1 0.43 1 0.43 0 0.00 231 99.57
159 守口市 31 0 0.00 0 0.00 0 0.00 31 100.00
160 枚方市 190 2 1.05 2 1.05 0 0.00 188 98.95
161 茨木市 110 10 9.09 8 7.27 2 1.82 100 90.91
162 八尾市 136 3 2.21 3 2.21 0 0.00 133 97.79
163 富田林市 105 5 4.76 5 4.76 0 0.00 100 95.24
164 寝屋川市 83 3 3.61 3 3.61 0 0.00 80 96.39
165 河内長野市 160 1 0.63 1 0.63 0 0.00 159 99.38
166 松原市 64 0 0.00 0 0.00 0 0.00 64 100.00
167 大東市 35 2 5.71 2 5.71 0 0.00 33 94.29
168 和泉市 117 1 0.85 1 0.85 0 0.00 116 99.15
169 箕面市 102 0 0.00 0 0.00 0 0.00 102 100.00
170 羽曳野市 95 0 0.00 0 0.00 0 0.00 95 100.00
171 門真市 31 0 0.00 0 0.00 0 0.00 31 100.00
172 東大阪市 99 2 2.02 2 2.02 0 0.00 97 97.98
173 兵庫県 神戸市 840 10 1.19 0 0.00 10 1.19 830 98.81
174 姫路市 492 8 1.63 8 1.63 0 0.00 484 98.37
175 尼崎市 107 3 2.80 2 1.87 1 0.93 104 97.20
176 明石市 118 3 2.54 2 1.69 1 0.85 115 97.46
177 西宮市 296 1 0.34 1 0.34 0 0.00 295 99.66
178 伊丹市 115 1 0.87 0 0.00 1 0.87 114 99.13
179 加古川市 234 2 0.85 2 0.85 0 0.00 232 99.15
180 宝塚市 116 0 0.00 0 0.00 0 0.00 116 100.00
181 川西市 117 3 2.56 3 2.56 0 0.00 114 97.44
182 三田市 155 0 0.00 0 0.00 0 0.00 155 100.00
183 奈良県 奈良市 279 0 0.00 0 0.00 0 0.00 279 100.00
184 橿原市 83 0 0.00 0 0.00 0 0.00 83 100.00
185 生駒市 109 1 0.92 1 0.92 0 0.00 108 99.08
186 和歌山県 和歌山市 287 13 4.53 8 2.79 5 1.74 274 95.47
187 鳥取県 鳥取市 117 0 0.00 0 0.00 0 0.00 117 100.00
188 米子市 111 2 1.80 2 1.80 0 0.00 109 98.20
189 島根県 松江市 75 1 1.33 0 0.00 1 1.33 74 98.67
190 岡山県 岡山市 634 0 0.00 0 0.00 0 0.00 634 100.00
191 倉敷市 600 0 0.00 0 0.00 0 0.00 600 100.00
192 広島県 広島市 902 13 1.44 12 1.33 1 0.11 889 98.56
193 呉市 136 0 0.00 0 0.00 0 0.00 136 100.00
194 福山市 267 0 0.00 0 0.00 0 0.00 267 100.00
195 東広島市 108 4 3.70 4 3.70 0 0.00 104 96.30
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196 山口県 下関市 148 0 0.00 0 0.00 0 0.00 148 100.00
197 宇部市 164 5 3.05 2 1.22 3 1.83 159 96.95
198 山口市 298 0 0.00 0 0.00 0 0.00 298 100.00
199 徳山市 94 4 4.26 2 2.13 2 2.13 90 95.74
200 防府市 200 0 0.00 0 0.00 0 0.00 200 100.00
201 岩国市 60 2 3.33 0 0.00 2 3.33 58 96.67
202 徳島県 徳島市 136 6 4.41 5 3.68 1 0.74 130 95.59
203 香川県 高松市 228 5 2.19 4 1.75 1 0.44 223 97.81
204 愛媛県 松山市 325 0 0.00 0 0.00 0 0.00 325 100.00
205 今治市 97 17 17.53 14 14.43 3 3.09 80 82.47
206 新居浜市 97 1 1.03 1 1.03 0 0.00 96 98.97
207 高知県 高知市 173 4 2.31 2 1.16 2 1.16 169 97.69
208 福岡県 北九州市 739 24 3.25 24 3.25 0 0.00 715 96.75 ※2
209 福岡市 549 54 9.84 21 3.83 33 6.01 495 90.16
210 大牟田市 57 3 5.26 3 5.26 0 0.00 54 94.74
211 久留米市 234 0 0.00 0 0.00 0 0.00 234 100.00
212 春日市 62 1 1.61 1 1.61 0 0.00 61 98.39
213 佐賀県 佐賀市 158 0 0.00 0 0.00 0 0.00 158 100.00
214 長崎県 長崎市 125 2 1.60 2 1.60 0 0.00 123 98.40
215 佐世保市 120 1 0.83 0 0.00 1 0.83 119 99.17
216 熊本県 熊本市 335 0 0.00 0 0.00 0 0.00 335 100.00
217 八代市 68 4 5.88 4 5.88 0 0.00 64 94.12
218 大分県 大分市 457 16 3.50 9 1.97 7 1.53 441 96.50
219 別府市 92 0 0.00 0 0.00 0 0.00 92 100.00
220 宮崎県 宮崎市 236 2 0.85 2 0.85 0 0.00 234 99.15
221 都城市 38 5 13.16 5 13.16 0 0.00 33 86.84
222 延岡市 38 1 2.63 1 2.63 0 0.00 37 97.37
223 鹿児島県 鹿児島市 271 7 2.58 4 1.48 3 1.11 264 97.42
224 沖縄県 那覇市 49 8 16.33 8 16.33 0 0.00 41 83.67
225 浦添市 16 16 100.00 16 100.00 0 0.00 0 0.00 ※3
226 沖縄市 17 0 0.00 0 0.00 0 0.00 17 100.00
計 47,685 1,243 2.61 866 1.82 377 0.79 46,442 97.39

※1：春日部市においては、建具を明確計算するためプレハブの建物も本則で評価している。
※2：北九州市は、住宅・アパートの区別なしの数値のみだったので、全て住宅新築に充てた。
※3：浦添市の16棟は工事現場の宿泊施設等であり、いわゆるプレハブ住宅は新増築されなかった。
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参考資料 
 

住宅メーカー工場実態調査について 
 
 

 
 家屋研究委員会では、今年度の調査研究活動の一環として、平成 14 年７月 30 日に、住

宅メーカーの工場実態調査を行った。以下は、当該調査における住宅メーカー３社の社員

の説明を聞き取り、それをまとめたものである。 
 
 
１ Ａ社 
 構 造：木造（ユニット工法、工業化住宅性能評定を受けたプレハブではない） 
 所在地：群馬県 
  
・平成 10 年７月からユニット化木造住宅を製造 
・２×４も試験的に開始 
・特徴はセル単位（部屋単位）でユニット化している点。枠となる木材を組み立て箱を

作り、その後内外装を施工する。内外装の最後にサッシを取りつける 
・CAD／CAM ソフトで、資材の寸法等を入力し、機械で木材をカットするが、その際の

CAD／CAM 入力に延べ 100 時間かかる 
・プレカットからストックヤード（完成ユニット置き場）に出荷するまで１日半もしく

は 300MH（人数×時間） 
・１日 22、3 ユニットで、２．５棟くらいの生産量 
・標準工期は、坪当たり１日で、据付から完成まで 1 ヶ月ほどかかる。屋根下地に 1 日

かかり、現地での作業は 40 人工分 
・筋交い、接着剤を使わない木造ラーメン構造 
・工場での作業者は、ほとんど大工ではなく、早くて研修 3 ヶ月で作業に当たることが

できる 
・全工程の 80％を工場で施工している（キッチンやユニットバス等は現場施工） 
・サイディングの厚さは 16 ㎜が普通 
・基本的に集成材だが、和室に付け柱（飾り柱）をつけることもある 
・胴縁の厚み分を通気層とし、換気システムの一環としている 
・ユニット組み上げ時も、仮設工事（足場）は施工 
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・ユニット化している住宅としていない住宅で、外見上同様に見えるとき、価格は大体

同じ。ただ、ユニット化の方には高気密で断熱性に優れる等のメリットがある。軸組

でも高気密高断熱はできるが、現場施工なので割高 
・ユニット化住宅の販売エリアは北関東中心。立川、八王子等、国道 16 号線沿線もエリ

アに入る 
・Ａ社の関連会社（ユニット工法をしていない、軸組構法）の製品で高価なものと安価

なものとの差は、Ａ社の製品の高価なもの安価なものの価格差より大きい（ユニット

工法の方が、価格差が収斂している）。 
・モジュールは 960 ㎜で、これは輸送できるサイズを想定したため 
・ユニットの最大サイズは 5.4ｍ（３間）×2.5ｍ 
・ユニットとユニットのつなぎ部分に、１尺か 1 尺５寸（30ｃｍ～45 ㎝）の連結部分を

設ける。連結作業は現場作業 
・陸屋根部分はシート防水。180ｋｇ／㎡ 
・構造力を持った面材を外周壁全ての下地に使用。一部、壁長が長い場合は内壁下地に

使用する場合もある。その工法によると筋交いを使わずに済む 
・床下地はパーティクルボード 
 
 

２ Ｂ社 
 構 造：重量鉄骨プレハブ構造（ラーメン構造） 
 所在地：茨城県 
  
・関東工場で、最多時には 1800 棟／月施工 
・ブレース（筋交い）は 16 ㎜で、1200 ガルの震度まで耐えられる（関東大震災は 400
ガル） 

・外壁パネルは、グラスウール（断熱材）＋鉄枠＋亜鉛鉄板＋珪酸カルシウム板から成

り、厚さは 12 から 16 ㎜である。外壁パネル部分にはアクリルエマルジョン（水性塗

料）が塗られている。 
・主体構造部の鉄鋼は、軽量鉄骨だと 3.2 ㎜、３階建て用重量鉄骨だとＨ型鋼の各辺が６

㎜、９㎜厚。ショットブラスターで鉄粉を塗布する。3.2 ㎜厚の鉄骨に施工する皮膜は

20 ミクロン以上 
・鉄骨使用量は、２階建てより分厚いコンクリート外装材を使用した場合、瓦葺の場合

及び２階床が ALC（軽量気泡コンクリート）床構造の場合の方が多い。３階建てはさ

らに多い 
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・同商品なら、全国で同量の重量鉄骨 
・Ｈ型鋼１本に８箇所の穴をあけるが、許容範囲の誤差は±0.5 ㎜ 
・梁に６㎜厚の鋼材を用いることもある 

 
 
３ Ｃ社 
 構 造：軽量鉄骨系プレハブ構造（ユニット工法） 
 所在地：埼玉県 
 
・全国に８工場、この関東工場（販売エリアは関東一円）で全国の 19％を製造。鉄骨系

のみを製造しており、年 2,600 棟製造している。2001 年 12 月迄は木質系も製造して

いた 
・設備ユニット（コンセントまで）も工場で取付 
・12 から 13 ユニットを組み立てて１棟の家になり、この工場で１日 10 棟生産。３階建

てだと 18 ユニットくらい。また防火の観点から鉄階段を付設している 
・間取りはかつて 900 ㎜ピッチだったが、細かい施工に対応するため 450 ㎜になった 
・屋根は亜鉛メッキ鋼板。別工場で作って持ってくる。屋根部分の鋼材は 100mm 角鋼材 
・壁パネルは鉄のフレーム＋木毛セメント板＋タイル（サイディングよりも最近は多い）。

施工法は、壁パネルを寝せて１枚ずつ貼っていく方法。モルタルを使わず接着剤で貼

る 
・石膏ボードには、普通のものと防湿石膏ボードがある 
・ＵＢ（ユニットバス）の配水管はポリプロピレン配管チューブ 
・年に一度新製品を出すので、そのとき生産ラインを少しずつ変える 
・同社の木質系プレハブの商品の方が軽鉄系プレハブに比べ若干安いがほぼ変わらない 
・塗装仕上よりタイルの方が耐用年数が長い 
・布基礎は、柱の下部のみ受ければいいので、独立基礎を設けず連続基礎にし、平行な

基礎を何本か施工している 
・鉄骨材への穴あけは±0.1 ㎜の誤差 
・床下地はパーティクルボード 
・１棟に必要な部材は 10,000 部品で、その拾い出しは１日で可能 
・水密シート（気密シートの様な用途で、防水・防湿性がある）を外壁パネルの内側に

貼っている 
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第 1 章 研究の概要 
 
1－1 研究体制と研究内容 

 
本研究の委託者は（財）資産評価システム研究センター、受託者は(社)日本建築学会であ

る。事業の名称は「在来構法家屋とプレハブ構造家屋の施工方法等に係る最近の動向に関

する調査研究」であり、委託内容は「 近年においては、在来構法家屋の構成部材の工場量

産システム化やユニット化が進展している。一方で、従来は住宅の規格化に基づく量産化

によるコストメリットをベースに浸透してきたプレハブ構造家屋については、近年はその

バリエーションの多様化が急速に進むことにより、事実上個別注文住宅化している現状に

あり、新築家屋の高品質化、高性能化等が指摘されている。これらの実態を調査し、その

実情に即した評価方法の確立に向けて、専門的見地から研究を行う。」というものである。 
 
1－2 研究組織 

 
 本調査研究は（社）日本建築学会建築経済委員会固定資産評価小委員会が担当したもの

であり、研究組織は次のとおりである。 
 
 主 査  吉田 倬郎  工学院大学建築学科  
 幹 事  小松 幸夫  早稲田大学理工学部建築学科 
 委 員  五十田 博    独立行政法人建築研究所構造グループ 
      落合 一弘  （財）資産評価システム研究センター調査研究部 
      加藤 裕久  国立小山工業高等専門学校名誉教授 
      宍道 恒信  宍道建築設計事務所 
      鈴木 昌樹  （財）建設物価調査会技術本部技術調査部建築工事費調査課 
      平  純郎  総務省自治税務局固定資産税課 

田村 伸夫  ＮＴＴファシリティーズ㈱ 
      永岡 正義  清水地所㈱技術部 

   松本 真澄  東京都立大学工学研究科建築学専攻 
      三橋 博巳  日本大学理工学部建築学科 

   村尾  睦  ㈱大林組東京本社建築事業本部 
         森山 真次    住宅金融公庫住宅環境部 

   山上 博志  （社）プレハブ建築協会業務第二部 
WG 委員 伊藤 千恵  総務省自治税務局固定資産税課 

冨永 浩吉  大阪市主税局 
      西成田直人  工学院大学大学院建築学専攻吉田研究室 
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1－3 成果の概要 

 

 在来構法家屋については、昨年度、木造住宅合理化認定システムの分析を通して、その

特徴を明らかにしている。本年度は、そのエッセンスを、プレハブ構造家屋との比較に必

要な部分を中心にとりまとめることとした。その中で、在来構法と呼ばれている、木造住

宅に用いられている軸組構法には、軸組部材の機械プレカット、壁だけでなく、床、屋根

を含むパネル化、などのプレファブ技術が普及し、接合金物の改良、プラットフォーム構

法の導入、断熱性、気密性、耐久性などの性能の向上がみられることを述べている。これ

は、在来構法家屋の評価において、もはやプレファブ住宅との差異を設ける状況が過去の

ものとなったことを裏付けていると考えられる。 
 本年度は、プレハブ構造家屋について、幾つかの観点から調査を行っている。 
 まず、建築着工統計から、住宅着工統計の中のプレハブ住宅の動向について分析し、住

宅全体の着工数に占めるプレハブ住宅の割合が、１９９０年頃まではほぼ増加傾向にあっ

たのが、その後は概ね１５％程度で推移していることなどを取りまとめている。 
 プレハブ住宅については、これに関係する認定制度が、２０００年の建築基準法の改正

および住宅の品質確保の促進等に関する法律の制定に伴って、大幅に変更され、現在は、

工業化住宅性能評定、型式適合認定などの制度の中で、プレハブ住宅に関する認定が行わ

れている。２０００年までは、プレハブ住宅は、工業化住宅性能認定を受けたもののみを

指すのであり、制度の上では明確に定義づけられるものであったが、現在は、プレハブ住

宅以外の構法を扱うハウスメーカのものにも、新しい制度の認定を受けているものがある。

これは、工業化構法とその他の構法の境界が次第に小さくなることを示唆しているものと

解釈できる。 
 現在、工業化住宅性能評定を受けた住宅については、（財）日本建築センターのホーム

ページに、消費者対象の情報として載せられている。その主な内容は、評定を受けた性能

水準であり、その分析から、必須項目については各構法とも優れた性能水準にあること、

選択可能な項目については、項目別にみるとこれを扱っている構法は少数であるが、それ

らの構法の特徴を示すものとなっていること、などを取りまとめている。 
 また、（社）プレハブ建築協会の協力により、協会会員企業が生産している戸建住宅に

関する技術資料を収集し、構法の特徴などを分析している。部分別にみると、構造躯体に

ついては、各構法とも各々独自の特徴のあるものであるが、内外装や設備については、メ

ーカーによる差違はほとんど見分けられないと言える。各社とも、建て主に対し、高性能

であることとともに、幅広く注文に対応できることを重視しており、特に、鉄鋼系と木質

系については、一部の、構造躯体に箱型ユニットを採用しているものを除けば、メーカー

による差違は見分けが困難であるのが現状である。このメーカーによる差異に関する事情

は、在来木造住宅や、ツーバイフォー住宅にも概ね当てはまると言えよう。   
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第 2 章 木造軸組構法におけるプレファブ化の現状 

 
2－1 木造住宅合理化認定システムの概要 
  
木造住宅合理化認定システムとは、良質な木造軸構法住宅の合理化した生産供給システム

を対象とした認定事業で、（財）日本住宅・木材技術センターが平成元年度から実施してい

る。平成 2年度（第 1次）から平成 13 年度（第 12 次）までに、新規では 710 のシステムが

認定されている。 

 
2－2 認定システム数と供給戸数の推移 

 
図 2-1 に認定システムの推移と、認定を受けた工務店によって建てられた住宅の供給戸数

を示す。認定数の動向として第 1次から第 4次は減少傾向であったが、第 5次からは大幅に

増加している。これは第 5次から新たな認定分野として、高耐久性能タイプが追加されたか

らだと考えられる。さらに第 8次から第 11 次までは、高耐久性能タイプを中心に増加する

傾向があった。これは 1995 年に起きた兵庫県南部地震を期に木造軸組構法住宅への耐震性

が求められ、システムの普及につながったものと考えられる。逆に標準性能タイプをみてみ

ると、第 9次までは多少増加する傾向にあったが高耐久性能タイプに比べてシステムの普及

は難しく、第 10 次・第 11 次では認定数が減少している。また第 12 次についてみてみると、

前年度まで増加傾向にあった認定数が急激に減少している。ただし、第 12 次については標

準性能タイプと高耐久性能タイプを統一し、第 1次から第 4次までのように１つのタイプと

して募集を前期と後期に分けて認定事業を行っている。 
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図 2-1 認定システム数と供給戸数の推移 
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2－3 標準性能タイプと高耐久性能タイプ 
 
木造住宅合理化認定システムでは、標準性能タイプと高耐久性能タイプの二つのタイプを

認定の対象としている。標準性能タイプは木造軸組構法による良質な住宅を生産・供給する

事ができる合理化されたシステムで、これらの性能は原則として住宅金融公庫工事共通仕様

書と同等以上とし、使用する部品については(財)ベターリビングの BL 部品とすることが望

ましいとされている。また保証については(財)性能住宅登録機構の住宅性能保証制度を活用

するか、または同等以上の制度で需要者との契約ができるものとされている。高耐久性能タ

イプは標準性能タイプで、特に耐久性の高い住宅を生産・供給できるものであり、平成 5

年度より新たに追加されたシステムである。住宅金融公庫の高耐久性木造住宅として、融資

上の優遇を受けることができるのが特徴である。 

 

2－4 認定システムの更新 
 

認定システムの更新は、3年を単位として 2回申請できることを原則としている。以上の

規定により、3年目に更新を受けなかったシステムは、有効期限満了により、木造住宅合理

化認定の効力を失う。更新を 2回申請した場合でも、システムの有効期限は最長で 9年間と

なる。認定システムの更新状況の割合を図 2-2 に示す。1回目の更新率としては、第 2次を

除いて 50％を越え、多くのシステムが更新されていることが分かる。第 3次や第 4次は 90％

近くが更新されているが、図 2-1 をみても分かるとおり、システム数そのものが少ないため、

傾向をみるデータとしては不十分である。2回目の更新が行われたシステムは第 3次から第

6次まであるが、1回目と同様に更新率が高く、多くのシステムが更新されていることが分

かる。 
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図 2-2 認定システム更新状況 
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2－5 要素技術の抽出 
 
本研究では木造住宅合理化認定システム梗概集をもとに構法・材料等について 46 キーワ

ードを抽出し、集計を行った。本稿では 46 キーワードの中からプレファブ化の進んだ軸組

構法を実証する 11 項目を主要な要素技術として取り上げた。なお要素技術の抽出の際には

以下の条件を加えた。 

 

・フランチャイズに加盟している工務店の場合、同一のシステムについてそれぞれの工務店

が個別に認定を受ける必要があるので、フランチャイズシステムはまとめて 1として扱う。 

・更新（3年に 1回）を受けなかったものや有効期限（最長で 9年）を満了したものを除外

する。 

 

上記の 2 条件を加えることにより、現在認定状態にあり実用に供されているシステム数

（以下有効システム）に要素技術の抽出の対象を絞った。結果、有効システムの数は 422

件となった（平成 13 年時）。主要な要素技術の抽出結果を図 2-3 に示す。 
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図 2-3 有効システムにおける主要な要素技術 



 

2－6 要素技術の分析その 1 技術別 
 
要素技術の抽出結果より、プレファブ化の進んだ現代的な軸組構法の特徴を以下に示す。 

 

◆プレカット・ＣＡＤ／ＣＡＭ 

木造軸組構法の躯体生産の中で最も普及しているのがこのプレカットである。ＣＡＤ／Ｃ

ＡＭと連動させた生産手段として採用システム数も 327 件と突出していた。プレカットを導

入することで、現場工期の短縮、品質の安定化、コストダウンなどのメリットが得られる。 

 

◆壁、床、屋根のパネル化 

主に壁のパネル化が多く、次いで床、屋根の順であった。屋根のパネル化を導入している

システムが少ない理由としては、壁や床の単純な形状に比べ、複雑な形状を有するものが少

なからずあるからだと考えられる。プレカットと同様、現場工期の短縮、品質の安定化、コ

ストダウン、高気密工断熱化、剛性の確保が容易であるなど多くのメリットがある。 

 

◆ＥＷ（エンジニアリングウッド）の使用、ＬＶＬによる構造材の標準化 

 主要の軸組構造材としてＥＷを用いるシステム 

も 224 件と多数を占めた。使用の動機としては、乾燥収縮の心配が少ないという大きなメリ

ットがあるからだと考えられる。またＬＶＬのような通直性の高い材料を用いて、構造材の

標準化を図っているシステムも現れてきている。 

 

◆特殊な接合金物の使用 
 特殊なオリジナル金物を自社で開発し、金物自体に強度を持たせ仕口・継手を簡略化する

システムが多くみられる。近年は軸組部分の応力を常時負担する金物が増えてきており、生

産性を上げる手段としてプレカットと並ぶ主要な手段となっている。 
 
◆プラットフォーム構法、剛床構法の採用 
プラットフォーム構法はもともとはツーバイフォー構法の一種で、各階ごとに床壁を積み

上げていく建方を採用したものである。床のプラットフォーム化を行うことで、作業床の安

全を確保できるというメリットが得られる。このようにツーバイフォー構法の利点を木造軸

組構法に適用させるシステムも多くみられた。剛床構法は文字通り床が剛となっているもの

で、構造用合板を張り、地震等の水平力に対して強度を発揮するのが特徴である 
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2－7 要素技術の分析その 2 回次別 
 

有効システムにおける主要な要素技術の回次別推移を表したものが図 2-4 である。なお、

第 1、2、3次のシステムについては有効期限を満了しているので割愛する。 

要素技術の採用システム数は、おおよそ右肩上がりで、回次が増すにつれ伸びていること

が分かる。特に第 7 次は急激な伸びをみせており、10 項目の要素技術全てがプラス方向へ

転じている。前述したように兵庫県南部地震後に、木造軸組構法住宅が質的にみ直され、こ

れらの技術が広く普及したと考えられる。各要素技術を採用しているシステム数は、第 8、

9次と伸び続けているものの、第 10 次で若干落ち込んでいる。それから第 11 次でピークを

むかえ、第 12 次で再び落ち込んでいる。第 10 次については、プレカット・ＣＡＤ／ＣＡＭ、

パネル化（壁）、 ＥＷ、火打ち材省略、根太省略、10 項目中 5 項目の要素技術を採用して

いるシステム数が減少している。第 12 次については、パネル化（床）と特殊な接合金物の

2項目を除いた 8項目の要素技術を採用しているシステム数が減少している。ただし、第 12

次の採用システム数が落ち込んでいるようにみえるのは、第 11 次と比較した場合である。

図 1をみても分かるとおり第 11 次のシステム認定数は他に比べ突出して多い。採用システ

ム数の推移を分析する上では、認定数との関係も留意しておく必要がある。回次別推移を俯

瞰すれば、主要な要素技術を導入しているシステムは着実に増えており、軸組構法のプレフ

ァブ化が定着していることが窺える。 
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図 2-4 主要な要素技術の回次別推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

2－8 まとめ 
 
 本研究により、現在の木造軸組構法は生産供給、構法、使用材料において従来のものとは

大きな違いがあることが明らかとなった。生産供給面ではＣＡＤ／ＣＡＭを連動させたプレ

カット加工によって機械化、工場生産化進めていた。構法面ではプラットフォーム構法によ

る建方の導入、剛床構法によって火打ち材を省略する構法がみられた。また、厚い構造用合

板を用いて根太を省略する根太レス構法と呼ばれる技術も普及してきている。材料面では、

ＥＷの使用、壁、床、屋根のパネル化、特殊接合金物の使用などの合理化手法が挙げられる。

このように木造軸組構法においてもその技術開発の成果はめざましく、現状ではツーバイフ

ォー住宅、プレファブ住宅と比べ技術的に遜色のないものとなっている。 
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第 3 章 プレファブ住宅の現状 

 

3－1 プレファブ住宅着工戸数の推移 

 

  わが国におけるプレファブ住宅の新設着工戸数の推移は図 3-1 に示す通りである。これまで

の住宅業界では、景気の判断を住宅の新設着工戸数で判断してきたともいえる。バブル景気の

昭和 62 年度から平成 2 年度にかけては 160 万戸を維持していたものの、バブル崩壊後の平成 3

年度には 140 万戸を割っている。しかし、徐々に回復し平成 9 年度の消費税 5%への引き上げ前

の平成 8 年度には再び 160 万戸を突破したが、年々減少する傾向にある。考えられることとし

て、少子高齢化による二世帯同居の増加、リフォームの普及、住宅の耐久性能の向上などが考

えられる。このことから、新設住宅着工戸数はこの先 100 万戸を割り、日本の住宅産業はリフ

ォーム等、新しい対応を求められる時代がくるものと思われる。 

プレファブ住宅着工戸数については、平成元年度から平成 8 年度までは 20 万戸台を維持して

いたが、平成 4 年度の 253,424 戸をピークとして徐々に減少してきている。平成 4 年度の 253,424

戸と平成 13 年度の 162,560 戸を比べると 35.9%の減少に至っている。 
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図 3-1 プレファブ住宅着工戸数の推移(出典：各年度の建築統計年報) 
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3－2 プレファブ住宅構造別内訳の推移 

 

  プレファブ住宅着工戸数の構造別内訳の推移は図 3-2 に示す通りである。図 3-2 から見てわか

る通り、どの年度も鉄骨造が 75%以上の構成比になっている。鉄筋コンクリート造はわずかで

はあるが、年々減少している。年度毎に見てもあまり大きな変化がないことが分かった。 
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図 3-2 プレファブ住宅構造別内訳の推移(出典：各年度の建築統計年報) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

3－3 各構造における建て方別内訳 

 

  以下にプレファブ住宅の各構造における建て方別内訳を木造・鉄骨造・鉄筋コンクリート造

に分けて(各年度の建築統計年報によるものである)図 3-3 から 3-5 に示した。図 3-3 から 3-5 に

ついては縦軸に年度を取り、横軸に構成比を取った。 

  図 3-3 から木造プレファブでは主に、一戸建て住宅として建てられていることが分かった。

特に、平成 6 年度からは 8 割以上が一戸建て住宅という内訳になっていることが分かった。そ

して、共同住宅は年々減少傾向にある。 

  図 3-4 から鉄骨造プレファブでは、平成 7 年度から約半数を一戸建て住宅が占める様になっ

てきていることが分かった。そして、一戸建て住宅と共同住宅との差が詰まる傾向が見られた。 

  図 3-5 から鉄筋コンクリート造プレファブでは主に、共同住宅として建てられていることが

分かった。徐々に一戸建て住宅の比率が伸びてきているが、いまだに共同住宅が 7 割以上占め

ていることが分かった。 

  全体的に見てみると徐々にではあるが、プレファブ住宅では一戸建て住宅が伸びてきている

傾向が分かった。しかし、平成 13 年度では木造・鉄骨造・鉄筋コンクリート造共に一戸建て住

宅が減少している。そして、どの構造のプレファブ住宅を見ても長屋はわずかなものとなって

いる。 
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図 3-3 木造プレファブ建て方別内訳 
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図 3-4 鉄骨造プレファブ建て方別内訳 
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図 3-5 鉄筋コンクリート造プレファブの建て方別内訳 



 

3－4 プレファブ住宅の考察 

 

 わが国の住宅建設市場におけるプレファブ住宅のシェアは図 3-1 から近年 15%程度で推移して 

いる。プレファブ住宅着工戸数の約 5 割近くが一戸建て住宅で占められていて、共同住宅が 4 割 

強、長屋建が 1 割弱となっていることが図 3-3 から 3-5 で分かった。近年、住宅着工戸数は減少傾 

向にあるが、プレファブ住宅のシェアはほぼ 15%と変わらないのでプレファブ住宅着工戸数も減 

少していることが現状から読み取ることができた。中でも、平成 3 年度と平成 9 年度の大幅な減 

少はバブルの崩壊と消費税 5%への引き上げが影響している。 

 

第 4 章 工業化住宅性能評定シートの分析                   

 

4－1 プレファブ住宅と工業化住宅の定義 

 

以下に、本研究でのプレファブ住宅及び工業化住宅の定義を示す。示した内容は、日本建築学 

会編「工業化住宅の構法計画」より引用した。 

 

プレファブ住宅 

 工場で柱・梁・屋根トラス・床・壁などの住宅構造体を機械的方法で生産し、現場においてこ 

れらの部材を組立や接合をして建築される住宅。工場生産により品質の安定や工期短縮、コスト 

ダウンなどのメリットがある。 

 

工業化住宅 

 単に工業化が進んだ結果として形作られる住宅というにとどまらず、主要構造部に工場生産に 

よる規格化された部材を用い、組立工法その他の簡易な施工方法により建設される住宅である。 

適正な量産性及び施工性が確保されているとともに、一定の居住性能と低廉な価格とが保証され 

ていて一歩踏み込んだ定義付けが行われている。住宅のあり方を取り込み、社会的基盤を強く意 

識したものになっている。 
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4－2 工業化住宅性能評定制度とは 

 

 住宅の品質確保の促進等による法律（以下「品確法」という）の中で日本住宅性能表示制度と

いうものがあり、住宅に関わる性能表示が 9 項目に分類され表示されている（資料編参照）。工業

化住宅性能評定では、この性能表示 9 項目から工業化住宅として最低限具備すべき項目及び等級

を定め、加えて（財）日本建築センターの独自業務である＜生産システムの信頼性の確保＞に適

合したものを工業化住宅として評定している。 

 工業化住宅性能評定は、（財）日本建築センターが昭和 62 年から事業として実施してきた「工

業化住宅性能認定」を継承しつつ、改正建築基準法及び前述した品確法との制度的連動を図ると

ともに、住宅金融公庫の融資制度との連動も考慮した新たな仕組みである。 

 

1、目的 

工業化住宅の性能について、(財)日本建築センターが評定を行い、評定内容を情報公開すること 

により住宅購入者が住宅選定する際の指標を提供するとともに、性能評定を通じて一定の性能を

有し、地球環境保全の観点からも、エネルギー・資源・廃棄物などの面で十分に配慮された住宅

の普及を図ることを事業の目的とする。 

 

2、評定対象 

 評定対象は、主要構造部(建築基準法第 2 条第 1 項第 5 号)について、工場生産による規格化され 

た部材を用い、組立工法その他の簡易な施工法により建設する住宅とする。 

 

3、評定の要件 

 1)建築基準法その他の法令の規定の適合していること。 

 2)適正な量産性及び施工性が確保された工法により生産されており、品質が安定していること。 

 3)住宅購入者に対し、評定内容を積極的に情報公開すること。 

 

4、評定の仕組み 

 工業化住宅性能評定は、認定及び認証等に係る法定業務を一元的に実施することと、工業化住 

宅性能評定の独自業務に関する評定及び評定結果全体(法定業務を含む)の情報提供を行うもので 

ある。(図 4-1 参照) 
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■ 法定業務 

・構造方法等の認定のための性能評定(建築基準法)

・特別評価方法認定のための試験(品確法) 

・型式適合認定(建築基準法) 

・住宅型式性能認定(品確法) 

・型式部材等製造者の認証(建築基準法) 

・型式住宅部分等製造者の認証(品確法) 

◆ 独自業務 
・生産システムの信頼性の確認 

・環境対策 

・高度な品質管理システム 

 

情報提供 

頭 4－１ 評定の仕組み(出典：(財)日本建築センター「AR001-03 工業化住宅性能評定の概要」) 
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4－3 工業化住宅性能評定と他の制度との関連 

 

 工業化住宅性能評定と関連している、法定業務の各制度の概要を図 4-1 に示す。 

 

1、建築基準法に基づく構造方法等の認定のための性能評価 

 建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造 

方法や建築材料については、法第 68 条 26 の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行うことにな 

っている。この国土交通大臣の認定は、指定性能評価機関が行う性能評価に基づき行われる。(財) 

日本建築センターで技術審査を行い、国土交通大臣が認定を行う。 

 

2、品確法に基づく特別評価方法認定のための試験 

 品確法に基づく住宅性能表示制度においては、表示すべき性能の評価は「評価方法基準」に基 

づいて行うこととなっているが、特別な構法を用いた住宅の評価や、超高層建築物の構造設計方 

法に基づく評価を行う場合など、評価方法基準に定められていない特別な評価方法については、 

「評価方法基準」を補完するものとして、国土交通大臣が別に認定を行うこととしており、これ 

を特別評価方法認定という。この大臣の認定は、指定試験機関が行う試験に基づき行われる。こ 

こで試験とは、評価方法基準に定められていない特別の建築材料若しくは構造方法又は特別の試 

験方法若しくは計算方法に関する試験、分析又は測定のことをいう。(財)日本建築センターで技術 

審査を行い、国土交通大臣が認定を行う。 

 

3、建築基準法に基づく型式適合認定及び型式部材等製造者認証 

 型式適合認定業務は、建築材料又は建築物の部分の型式について、建築基準法に基づく構造上 

の基準その他の技術的基準に関する一連の規定に適合するものであることの認定を行う業務であ 

る。認定を受けた建築材料又は建築物の部分については、確認検査手続きにおいて審査の一部が 

省略される。また、型式部材等製造者認証業務は、規格化された型式の建築材料、建築物の部分 

又は建築物を製造又は新築をする者について、当該型式部材等の製造者としての認証を行う業務 

である。認証を受けた製造者が製造する型式部材等は、確認検査において、その認証に係る型式 

に適合するものとしてみなされる。認証の有効期間は 5 年間である。(財)日本建築センターで認 

定・認証を行う。 

 

4、品確法に基づく住宅型式性能認定及び型式住宅部分等製造者認証 

 住宅型式性能認定業務は、住宅又は住宅の部分の型式が「評価方法基準」に規程される性能を 

有することをあらかじめ審査し、認定するものである。認定を受けた住宅又は住宅の部分は、住 

宅性能評価において審査の一部が省略される。また、型式住宅部分等製造者認証業務は、規格化 

された型式の住宅の部分又は住宅の部分の製造又は新築をする者について、当該型式部分等の製 

造者としての認証を行うものである。認証を受けた製造者が製造する型式住宅部分等は、住宅性 

能評価において、その認証に係る型式に適合するものとしてみなされる。認証の有効期間は 5 年 

間である。(財)日本建築センターで認定・認証を行う。 
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4－4 工業化住宅性能評定取得システムの一覧 

 

以下に(財)日本建築センター工業化住宅性能評定取得システムを表 4-2 に示す。平成 14 年 10 月 

16 日現在の評定会社数・住宅システム数は 17 社 37 システムであったが、現在平成 15 年 1 月に

おいての評定会社数・住宅システム数は 15 社 30 システムである。 

   の部分のシステムは、現在製造・販売をしていないシステムを示す。用途欄の A・B・C は、 

A：一戸建て住宅、B：長屋、C：共同住宅を示している。 

 

 

表 4-2 工業化住宅性能評定取得システム 
構造区分 住宅システム名 会社名 用途

ミサワホームFC ミサワホーム(株) A・B・C
エス・バイ・エルΣ エス・バイ・エル(株) A・B・C

セキスイツーユーホームW 積水化学工業(株) A・B
セキスイW3 積水化学工業(株) A・B

旭化成スクラムハウスHB 旭化成(株) A
GLホームSS-1型 ブライトホーム(株) A

GEOウッド 大成建設(株) A・B・C
セキスイハイムM3 積水化学工業(株) A・B・C
セキスイハイムM3Σ 積水化学工業(株) A・B・C
セキスイハウスB 積水ハウス(株) A・B・C

セキスイハウスSAN 積水ハウス(株) C
セキスイハウスβ 積水ハウス(株) A・B・C
ダイワハウスG 大和ハウス工業(株) A・B・C
ダイワハウスT 大和ハウス工業(株) A・B・C

クボタハウスHシリーズ 三洋ホームズ(株) A・B・C
パナホームR パナホーム(株) A・B・C
パナホームW パナホーム(株) A・B・C
パナホームNS パナホーム(株) A・B・C
トヨタJ型-J トヨタ自動車(株) A・B・C
トヨタJ型-L トヨタ自動車(株) A・B
トヨタKA型 トヨタ自動車(株) A・B・C

ニッセキハウスR ニッセキハウス工業(株) A・B・C
ニッセキハウスRM ニッセキハウス工業(株) A

旭化成へーベルハウスD・E 旭化成(株) A
旭化成へーベルハウスD・E-W 旭化成(株) B・C

旭化成・NHSS 旭化成(株) A
旭化成・NHSS-W 旭化成(株) B・C
旭化成・DXS 旭化成(株) A

旭化成・DXS-W 旭化成(株) B・C
ミサワホームUC ミサワホーム(株) A・B・C

NKホーム6 エヌケーホーム(株) A・B・C
パルコン 大成建設(株) A・B・C

ウベハウスA ウベハウス(株) A・B・C
レスコハウスT型 レスコハウス(株) A
レスコハウスS型 レスコハウス(株) A
イワコンハウス (株)イワコン A・C

NCハウス 日本ハウス(株) A・C

木
質
系

鉄
鋼
系

コ
ン
ク
リ
ー

ト
系
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4－5 工業化住宅性能評定シートの比較 

 

4－5－1 評定シートの集計及び分析の方法 

ここで紹介する工業化住宅性能シートは(財)日本建築センターの工業化住宅専用のホームペー

ジ「e-住まい創り」の住宅購入予定者への情報並びに建築確認及び住宅性能評価のための公示情

報を基にして作成したものである。各システムの性能等項目を表 4-3 に示す必須性能等項目(6 項

目)と選択的性能項目(4 項目)について、木質系・鉄鋼系・コンクリート系の各システムの性能面

を比較し、どのような傾向が読み取れるか分析を行った。 

必須性能項目は、当然ながら全システムが適合している。よって集計する必要はないのだが、

評定上の適合にもシステムごとに違いが見られる項目があり、そのような項目については特別に

集計の対象としている。必須性能項目の中で、評定を受ける上で必要とされる基準以上の、選択

とされた等級を行っているシステムと、選択的性能項目に登録しているシステムは全ての集計の

対象としている。 

必須性能項目のうち、火災安全性能の準耐火建築物(ロ－1)では、12 システム(ミサワホーム FC、

GEO ウッド、セキスイハウス B、セキスイハウスβ、パナホーム R、パナホーム W、パナホーム

NS、トヨタ J 型 L、旭化成・NHSS、旭化成・NHSS－W、旭化成・DXS、旭化成・DXS－W)が、

界壁遮音性能では 2 システム(レスコハウス S 型、レスコハウス T 型)が無記載であった。 

また、等級の登録が選択とされている必須性能項目のうち、火災安全性能の耐火等級(界壁及び

界床)、感知警報装置設置等級(他住戸火災時)、避難安全対策等級(避難経路の隔壁の開口部の耐火

等級)と、界壁遮音性能、高齢者配慮対策等級(共用部分)では 2 システム(レスコハウス S 型、レス

コハウス T 型) が無記載であった。また選択的性能項目のうち、維持管理容易性能の維持管理対

策等級(共用配管)、外壁開口部及び界床の遮音性能においても 2 システム(レスコハウス S 型、レ

スコハウス T 型)が無記載であった。よって本研究では、評定シートの比較分析において無記載部

分については、集計の対象から外している。 

 

4－5－2 必須性能項目及び選択的性能項目と、関係法令との関連について 

必須性能項目及び選択的性能項目と、関係法令等との関連は、表 4-3 に示す通りである。 

必須性能項目における登録の基準は、建築基準法の「型式適合認定」の取得並びに品確法の「劣

化対策等級」及び「省エネルギー対策等級」について等級 2 以上の「住宅型式性能認定」を取得

し、生産システムの信頼性の確認を受けることである。 

必須性能項目のうち構造耐力性能、火災安全性能、耐久性能、界壁遮音性能、高齢者等配慮性

能 5 つの項目について、品確法の「住宅型式性能認定」等級 1 以上の取得は選択となっている。

同様に耐久性能については等級 3 の取得が選択、温熱環境性能は等級 4 の取得が選択となってい

る（これは出典に従って記述しているが、本来は等級２以上と記述すべきものと考えられる）。 

等級の登録が選択とされている必須性能項目のうち、構造耐力性能、火災安全性能、界壁遮音

性能、高齢者配慮性能の４項目と、選択的性能項目である維持管理容易性能、空気環境性能、光・

視環境性能、外壁開口部及び界床の遮音性能の４項目の「住宅型式性能認定」は、「住宅の型式」

又は「住宅の部分の型式」のいずれでも可能である。 

選択的性能項目である 4 項目は建築基準法、住宅金融公庫とも連動しない独立した項目である。 
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4－5－3 構造耐力性能 

 

1、概説 

 建物に作用する力には、建物自体や家具等の「常時荷重」と、地震や風圧・積載等の「非常時

荷重」がある。「常時荷重」が常に作用している力であるのに対し、「非常時荷重」の方向性は様々

である。これらの力に対する対抗性を「構造耐力」という。 

 上からの荷重には、構造部材と接合部の強度が重要である。さらに水平にかかる力に対して十

分に対抗できる剛性が床や耐力壁等には必要になる。地震力に対しては、さらに力を分散させて

受け止め靭性(粘り強さ)と構造物(家)全体としての耐力が求められる。 

 

2、評定シートの集計 

評定シートの構造耐力性能について集計した内容を表 4-4 に示した。縦軸にシステム名(木質系

4 社 5 システム、鉄鋼系 9 社 19 システム、コンクリート系 5 社 6 システム)を取り、横軸に性能

等項目(A：耐震等級(構造躯体の倒壊等防止)、B：耐震等級(構造躯体の損傷防止)、C：耐風等級(構

造躯体の倒壊等防止及び損傷防止)、D：耐積雪等級(構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止)、E：基

礎の構造方法及び形式等を取った。等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づい

ている。表中の「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていること、「○」は当該性能項

目に関する仕様が登録されていることに加え評定を取るための最低の基準を示している。「－」は

当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示している。 

 表 4-4 から木質系・鉄鋼系は A：耐震等級(構造躯体の倒壊等防止)、B：耐震等級(構造躯体の 

損傷防止)、C：耐風等級(構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止)の性能等項目についてかなり高い 

割合で登録をしていることが分かった。E：基礎の構造方法及び形式等の性能等項目については、 

全てのシステムが登録をしていないことが分かった。全体的に見て、木質系、鉄鋼系が高い割合 

で登録していることが分かった。 
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表 4-4 構造耐力性能における各システムの登録状況 

 

 

 等級

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

E

等級3 等級2 等級1 3 等級2 等級1 等級2 等級1 等級2 等級1 適・否

ミサワホームFC ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

エス・バイ・エルΣ ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

セキスイツーユーホームW ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ○ ―

セキスイW3 ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ○ ―

GEOウッド ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

セキスイハイムM 3 ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

セキスイハウスB ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

セキスイハウスSAN ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

セキスイハウスβ ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

ダイワハウスG ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

ダイワハウスT ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

クボタハウスHシリーズ ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ― ―

パナホームR ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

パナホームW ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ― ―

パナホームNS ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ― ―

トヨタJ型―L ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ○ ―

トヨタKA型 ● ― ○ ● ― ○ ― ○ ― ○ ―

ニッセキハウスR ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ― ―

ニッセキハウスRM ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ○ ―

旭化成・NHSS ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ― ―

旭化成・NHSS―W ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ― ―

旭化成・DXS ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ― ―

旭化成・DXS―W ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ― ― ―

ミサワホームUC ● ● ○ ● ● ○ ● ○ ● ○ ―

パルコン ● ● ○ ● ● ○ ● ― ● ○ ―

ウベハウスA ● ● ○ ● ● ○ ● ― ● ○ ―

レスコハウスT型 ● ● ○ ● ● ○ ● ― ● ○ ―

レスコハウスS型 ● ● ○ ● ● ○ ● ― ― ― ―

イワコンハウス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

NCハウス ― ― ○ ― ― ○ ― ● ― ○ ―

木

質

系

鉄

鋼

系

コ

ン

ク

リ
ー

ト

系

構造耐力性能

A B C D

性能等項目

システム名

 
「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていることを示す 

「○」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていることに加え、評定取得のための最低の基準であることを示す 

「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

A：耐震等級(構造躯体の倒壊等防止) B：耐震等級(構造躯体の損傷防止)  

C：耐風等級(構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止) D：耐積雪等級(構造躯体の倒壊等防止及び損傷防止) 

E：基礎の構造方法及び形式等 

  等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく
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4－5－4 火災安全性能 

 

1、概説 

 基準では、住宅内や近隣の住宅などで火災が発生した際に、「人命や身体が守られること」と「財

産が守られること」という 2 つの大きな目標で捉えることとしている。 

 (1)人命や身体が守られること 

  1)出火を防止すること 

  2)安全に避難や脱出ができるようにすること 

 (2)財産が守られること 

  1)出火を防止すること 

  2)外壁、床、屋根などが火に強いこと 

 出火を防止するための対策は、火災時の安全対策の基礎となるものであるが、住宅内で火気に

近い場所に可燃物を置かないなど、住居者の日常の注意が大きく影響するため、住宅の性能とい

う捉え方をすることが難しい面があり、この基準では取り上げていない。また、この他、消防・

救急活動が迅速に行われるようにすることも重要だが、同様に対象としていない。 

 

 

2、評定シートの集計 

 評定シートの火災安全性能について集計した内容を以下の表 4-5、表 4-6 に示した。表 4-5 は必

須性能項目として全てのシステムが適合しているが、適合の条件に様々な違いが見られるため、

その様子を示した。縦軸にシステム名(木質系 4 社 5 システム、鉄鋼系 8 社 15 システム、コンク

リート系 5 社 6 システム)を取り、横軸に性能等項目(A：耐火建築物、B：準耐火建築物(1 時間)、

C：準耐火建築物(45 分)、D：準耐火建築物(ロ-1)、E：準耐火建築物(ロ-2)、F：耐火建築物及び準

耐火建築物以外の建築物を取った。 

 表 4-6 は、縦軸にシステム名(木質系 4 社 5 システム、鉄鋼系 9 社 19 システム、コンクリート系

5 社 6 システム)を取り、a：耐火等級(延焼の恐れのある部分(開口部))、b：耐火等級(延焼の恐れ

のある部分(開口部以外))、c：耐火等級(界壁及び界床))を取った。等級の内容は日本住宅性能表示

基準（別表参照）に基づいている。表中の「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されてい

ること、「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないこと、「/」は当該性能項目の対

象外を示し、無記載部分については集計の対象から外している。 

 表 4-5 から F の項目についてはほとんどのシステムが登録をしていることがわかった。A、D の

項目に関しては木質系のシステムが登録されていないことも分かった。これは、木質系の住宅で

は、耐火建築物にするのが難しいからだと考えられる。 

 表 4-6 から、B：耐火等級（延焼の恐れのある部分（開口部以外）の項目について多くのシステ

ムが登録していることが分かった。しかし、E：感知警報装置設置等級（他住戸火災時）と F：避

難安全対策（避難経路の隔壁の開口部の耐火等級）については、登録しているシステムが鉄鋼系

のみということが分かった。 
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表 4-5 火安全性能の適合におけるシステムの登録状況（必須性能項目のみ） 

 

A B C D E F

ミサワホームFC ― ● ● ― ●

エス・バイ・エルΣ ― ● ● ― ― ●

セキスイツーユーホームW ― ― ● ― ― ●

セキスイW3 ― ― ● ― ― ●

GEOウッド ― ― ● ●

セキスイハイムM3 ― ― ● ― ― ●

セキスイハウスB ― ― ― ● ●

セキスイハウスβ ● ― ― ● ●

ダイワハウスG ― ● ● ― ― ●

ダイワハウスT ● ● ● ● ● ―

パナホームR ― ● ● ― ●

パナホームW ― ● ― ●

パナホームNS ● ― ― ● ―

トヨタJ型―L ― ― ● ― ●

トヨタKA型 ● ― ― ― ● ●

旭化成・NHSS ● ― ― ● ●

旭化成・NHSS―W ● ― ― ● ●

旭化成・DXS ● ― ― ● ●

旭化成・DXS―W ● ― ― ● ●

ミサワホームUC ● ● ● ● ● ●

パルコン ● ● ● ● ● ●

ウベハウスA ● ― ― ● ● ●

レスコハウスT型 ● ― ― ● ― ●

レスコハウスS型 ● ― ― ● ― ●

イワコンハウス ● ― ― ● ― ●

NCハウス ― ― ― ● ― ●

鉄
鋼
系

コ
ン
ク
リ
ー

ト
系

火災安全性能　　　性能等項目

システム名

木
質
系

 

 

 

 

 
● 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていることを示す 

「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

無記載部分については、集計の対象から外している  

A：耐火建築物 

B：準耐火建築物(1 時間) 

C：準耐火建築物(45 分) 

D：準耐火建築物(ロ-1) 

E：準耐火建築物(ロ-2) 

F：耐火建築物及び準耐火建築物以外の建築物 

(ロ-1)(ロ-2)は法第二条第九号の 3 ロに定める令 109 の 3 第一号又は第二号を示す 

 等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく 
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表 4-6 火災安全性能における各システムの登録状況 

ミ

エス

セキス

セキ

セ

セキ

セ

ダ

ダ

クボタ

ニ

ニッ

旭

旭化

旭

ミ

レ

レ

イ

　　

シ

木

質

系

鉄

鋼

系

コ

ン

ク

リ
ー

ト

系

火災安全性能
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「●」は当

「－」は当

「/」は当

無記載部

A：耐火

B：耐火

C：耐火

D：感知

E：感知

F：避難

 等級の内

 

 

等級3 等級2 等級4 等級3 等級2 等級4 等級3 等級2 等級4 等級3 等級2 等級4 等級3 等級2 等級3 等級2

サワホームFC ― ― ● ● ● ● ● ― ● ● ● ― ― ― ― ―

・バイ・エルΣ ― ― ● ● ● ― ― ― ● ● ● ― ― ― ― ―

イツーユーホームW ― ― ― ● ● ― ● ― ― ― ― ― ― ― ― ―

セキスイW3 ― ― ― ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ―

GEOウッド ― ― ― ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ―

スイハイムM3 ― ― ● ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ―

キスイハウスB ― ― ― ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

スイハウスSAN ― ― ● ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

キスイハウスβ ― ― ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

イワハウスG ― ● ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ● ● ●

イワハウスT ― ● ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ● ● ●

ハウスHシリーズ ● ● ● ● ● ● ― ― ● ● ● ― ― ― ― ―

パナホームR ― ― ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

パナホームW ― ― ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

パナホームNS ― ― ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

トヨタJ型―L ― ● ― ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

トヨタKA型 ― ● ― ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ッセキハウスR ● ● ● ● ● ● ● ― ● ― ― ● ― ― ● ●

セキハウスRM ● ● ● ● ● ― ― ― ● ― ― / / / / /

化成・NHSS ― ― ● ● ― / / / ― ― ― / / / / /

成・NHSS―W ― ― ● ● ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ―

旭化成・DXS ― ― ● ● ― / / / ― ― ― / / / / /

化成・DXS―W ― ― ● ● ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ―

サワホームUC ― ― ● ● ● ● ● ― ● ● ● ― ― ― ― ―

パルコン ● ● ● ● ― ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ウベハウスA ― ― ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

スコハウスT型 ― ― ― ― ― ― ― ―

スコハウスS型 ― ― ― ― ― ― ― ―

ワコンハウス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

NCハウス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

性能項目等

ステム名

A B C D E F

性能等項目 

該性能等項目に関する仕様が登録されていることを示す 

該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

該性能項目の対象外を示す 

分については、集計の対象から外している 

等級(延焼の恐れのある部分(開口部)) 

等級(延焼の恐れのある部分(開口部以外)) 

等級(界壁及び界床) 

警報装置設置等級(自住戸火災時) 

警報装置設置等級(他住戸火災時) 

安全対策(避難経路の隔壁の開口部の耐火等級) 

容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく 
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4－5－5 耐久性能 

 

1、概説 

 材料の劣化を軽減する(劣化の進行を遅らせる)ための対策がどの程度手厚く講じられているの 

かを評価するものである。 

 住宅には、様々な材料が様々な部位に使用されており、部位によって求められる耐用期間が異

なることから、これら全てについて総合的に評価を行うことは困難である。そこで、長期間に渡

って建物を支えることが期待される構造躯体等に使用される材料の劣化を軽減する対策を優先的

に取り上げることとした。このため、比較的、短期間で取り替えることが想定される内装や設備

などについては、評価の対象になっていない。 

 

2、評定シートの集計 

 評定シートの耐力性能について集計した内容を以下の表 4-7 に示した。縦軸にシステム名(木質

系 4 社 5 システム、鉄鋼系 9 社 19 システム、コンクリート系 5 社 6 システム)を取り、横軸に性

能等項目(劣化対策等級(構造躯体等))を取っている。等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編

参照）に基づいている。表中の「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていること、「○」

は当該性能項目に関する仕様が登録されていることに加え評定を取るための最低の基準を示して

いる。「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示している。 

耐久性能等級 3 については 30 システム中セキスイ SAN を除く 29 システムが登録されていたこ

とが分かる。 
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表 4-7 耐久性能における各システムの登録状況 

ミサワホ

エス・バ

セキスイツ

セキ

ＧＥＯ

セキスイ

セキスイ

セキスイハ

セキスイ

ダイワ

ダイワ

クボタハウ

パナホ

パナホ

パナホ

トヨタ

トヨタ

ニッセキ

ニッセキ

旭化成

旭化成・Ｎ

旭化成

旭化成・

ミサワホ

パル

ウベハ

レスコハ

レスコハ

イワコ

ＮＣ

コ
ン
ク
リ
ー

ト
系

耐久性能

木
質
系

鉄
鋼
系

　　

システム名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「●」は当該性能等

「○」は当該性能等

「－」は当該性能等

  等級の内容は日本

 

 

 

 

 

 

性能項目等性能等項目 
等級3 等級2

ームFC ● ○

イ・エルΣ ● ○

ーユーホーム ● ○

スイＷ３ ● ○

ウッド ● ○

ハイムＭ３ ● ―

ハイムＢ ● ―

イムＳＡＮ ― ○

ハイムΒ ●

ハウスＧ ● ○

ハウスＴ ● ○

スＨシリーズ ● ―

ームＲ ● ―

ームＷ ● ―

ームＮＳ ● ○

Ｊ型－Ｌ ● ―

ＫＡ型 ● ―

ハウスＲ ● ○

ハウスＲＭ ● ―

・ＮＨＳＳ ● ―

ＨＳＳ－Ｗ ● ―

・ＤＳＸ ● ―

ＤＳＸ－Ｗ ● ―

ームＵＣ ● ―

コン ● ―

ウスＡ ● ○

ウスＴ型 ● ○

ウスＳ型 ● ○

ンハウス ● ○

ハウス ● ○

劣化対策等級（構造躯体等）

項目に関する仕様が登録されていることを示す 

項目に関する仕様が登録されていることに加え、評定取得のための最低の基準になっている。 

項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく 
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4－5－6 温熱環境性能 

 

1、概説 

住宅室内で冬期に暖かく夏期に涼しく過ごしたいとするのは自然な要求だが、そのためには室

内の温度を適切に制御することが重要な課題となる。 

 このとき、できる限りエネルギーの使用量を削減しつつ冷暖房を行うため、住宅の構造躯体の

断熱措置などに十分な工夫を講じることが必要である。 

 なお、化石燃料により生み出されるエネルギーの使用を制御することは、地球規模での環境問

題としてきわめて重要な温室効果ガスの発生制御を図る観点からも、必要な措置と考えられる。

 地域区分の概略図及び詳細は図 4-2、表 4-8 に示す通りである。 

  

 

 

 

 

 地域区分Ⅱ 
 

 
地域区分Ⅰ 

 

 

 

 地域区分Ⅲ 
 

 

 

 

 地域区分Ⅳ

 地域区分Ⅴ 
 

図 4-2 地域区分概略図 

 

 

 



 

表 4-8 地域区分の詳細(出典：トステム総合カタログ) 

 

A に該当しない(例外の)地域区分と該当市町村名 
都道府県名 地域区

分 A 例外

区分 該当市町村 

北海道 Ⅰ Ⅱ 函館市、松前町、福島町、知内町、木古内町、江差町、上ノ国町、厚沢部町、乙部町、 
熊石町、大成町、北檜山町、島牧村、寿部町 

Ⅰ 七戸町、十和田湖町、田子町 
青森県 Ⅱ 

Ⅲ 青森市、深浦町、岩崎村 
Ⅰ 葛巻町、岩手町、西根町、村尾村、湯田町、沢内村、山形村、安代町 

岩手県 Ⅱ 
Ⅲ 宮古市、大船渡市、一関市、陸前高田市、釜石市、花泉町、平泉町、大東町、三陸町、 

田老町 

秋田県 Ⅱ Ⅲ 
秋田市、能代市、本荘市、男鹿市、八森町、峰浜村、昭和町、飯田川町、天王町、若美町、

大潟村、雄和町、仁賀保町、金浦町、象潟町、矢島町、岩城町、由利町、西目町、鳥海町、

大内町 
宮城県 Ⅲ Ⅱ 栗駒町、一迫町、鶯沢町、花山村 

山形県 Ⅲ Ⅱ 
米沢市、新庄市、寒河江市、長井市、尾花沢市、南陽市、河北町、西川町、朝日町、 
大江町、大石田町、金山町、最上町、舟形町、真室川町、大蔵村、鮭川村、戸沢村、 
高畠町、川西町、小国町、白鷹町、飯豊町、朝日村 

Ⅱ 

喜多方市、大玉村、長沼町、天栄村、田島町、下郷町、舘岩村、檜枝岐村、伊南村、 
南郷村、只見町、熱塩加納村、北塩原村、山都町、西会津町、高郷村、磐梯町、猪苗代町、

河東町、三島町、金山町、昭和村、矢吹町、大信町、平田村、小野町、滝根村、大越町、

常葉町、船引町、川内村、飯舘村 
福島県 Ⅲ 

 

Ⅳ いわき市、広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町 
Ⅱ 日光市、足尾町、栗山村、藤原村、塩原町 

栃木県 Ⅲ 
Ⅳ 

宇都宮市、足利市、栃木市、佐野市、鹿沼市、小山市、真岡市、上三川町、南河内村、 
上河内村、河内町、西方町、栗野町、二宮町、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町、壬生町、

石橋町、国分寺町、野木町、大平町、藤岡町、岩舟町、都賀町、氏家町、高根沢町、 
南那須町、鳥山町、田沼町、葛生町 

Ⅱ 入広瀬村、津南町、中里村 

新潟県 Ⅲ 
Ⅳ 

新潟市、三条市、柏崎市、新発田市、新津市、見附市、村上市、燕市、糸魚川市、両津市、

白根市、豊栄市、上越市、京ケ瀬市、笹神村、豊浦町、聖籠町、加治川村、紫雲寺町、 
中条町、黒川村、小須戸町、横越村、亀田町、岩室村、弥彦村、分水町、吉田町、巻町、

西川町、黒埼町、味方町、潟東村、月潟村、中之口村、栄町、中之島町、三島町、与板町、

和島町、出雲崎町、寺泊町、刈羽村、西山町、柿崎町、大潟町、頸城村、吉川町、三和村、

名立町、能生町、青海町、荒川町、神林町、山北町、粟島浦村、相川町、佐和田町、 
金井町、新穂村、畑野町、真野町、小木町、羽茂町、赤泊村 

Ⅱ 

須坂市、小緒市、伊那市、駒ヶ根市、中野市、大町市、飯山市、茅野市、塩尻市、更埴市、

佐久市、臼田町、佐久町、小海町、川上村、南牧村、南相木村、北相木村、八千穂村、 
軽井沢町、望月町、御代田町、立科町、浅科町、北御牧村、長門町、東部町、真田町、 
武石村、和田村、富士見町、原村、高遠町、辰野町、箕輪町、南箕輪村、宮田村、浪合村、

平谷村、下條村、木曽福島町、上松町、楢川村、木祖村、日義村、開田村、三岳村、 
波田町、山形村、朝日村、奈川村、安曇村、梓川村、池田町、松川村、八坂村、美麻村、

白馬村、小谷村、小布施町、高山村、山ノ内町、木島平村、野沢温泉村、豊野町、信濃町、

牟礼村、三水村、戸隠村、鬼無里村 

長野県 Ⅲ 

Ⅳ 清内路村、大鹿村 
Ⅱ 富士吉田市、小淵沢町、西桂町、忍野村、山中湖村、河口湖町 

山梨県 Ⅳ 
Ⅲ 都留市、三富村、芦川村、上九一色村、須玉町、高根町、長坂町、大泉村、白州町、 

武川村、勝山村、足和田村、鳴沢村、小菅村、丹沢山村 

Ⅲ 石岡市、下館市、小川町、美野里町、岩間町、岩瀬町、美和村、大子町、八郷町、 
千代田町、新治町、明野町、真壁町、大和村、協和町 茨城県 Ⅳ 

Ⅴ 波崎町 
Ⅱ 長野原町、嬬恋村、草津町、六合村、白沢村、利根村、片品村、川場村、水上町 

群馬県 Ⅳ 
Ⅲ 

沼田市、赤城村、黒保根村、東村(勢多郡)、倉淵村、小野上村、万場町、中里村、上野村、

下仁田村、南牧村、松井田村、中之条村、東村(吾妻郡)、吾妻町、高山村、月夜野町、 
新治村、昭和村 

埼玉県 Ⅳ Ⅲ 両神村、大滝村 
千葉県 Ⅳ Ⅴ 銚子市 
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A に該当しない(例外の)地域区分と該当市町村名 
都道府県名 

地域区

分 A 例外

区分 該当市町村 

Ⅲ 奥多摩町 
東京都 Ⅳ 

Ⅴ 大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村 
神奈川県 Ⅳ ―  
富山県 Ⅳ Ⅲ 大沢野村、大山町、上市町、立山町、宇奈月町、細入村、平村、上平村、利賀村 
石川県 Ⅳ Ⅲ 吉野谷村、尾口村、白峰村 
福井県 Ⅳ Ⅲ 和泉村 

Ⅱ 高山市、丹生川村、清見村、荘川村、白川村、宮村、久々野町、朝日村、高根村、古川町、

国府町、河合村、上宝村 
岐阜県 Ⅳ 

Ⅲ 
八幡町、大和町、白鳥町、高鷲村、明宝村、和良村、東白川村、坂下町、川上村、加子母

村、付知町、福岡町、蛭川村、串原村、上矢作町、荻原町、小坂町、下呂町、馬瀬村、宮

川村、神岡町 
静岡県 Ⅳ Ⅴ 熱海市、下田市、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町、浜岡町、御前崎町 
愛知県 Ⅳ Ⅲ 稲武町 
三重県 Ⅳ Ⅴ 尾鷲市、熊野市、御浜町、紀宝町、鵜殿村 
滋賀県 Ⅳ ―  
京都府 Ⅳ ―  
大阪府 Ⅳ ―  
兵庫県 Ⅳ Ⅲ 村岡町、美方町、関宮町 

Ⅲ 高野町、花園村 
和歌山県 Ⅳ 

Ⅴ 御坊市、新宮市、広川町、美浜町、日高町、由良町、白浜町、串本町、日置川町、すさみ

町、那智勝浦町、太地町、古座町、古座川町、 
鳥取県 Ⅳ Ⅲ 若桜町、関金町、日南町、日野町、江府町、 
島根県 Ⅳ Ⅲ 仁多町、横田町、頓原町、赤来町、大和村、羽須美村、瑞穂町 

岡山県 Ⅳ Ⅲ 新見市、備中町、大佐町、神郷町、哲多町、哲西町、勝山町、湯原町、美甘村、新庄村、

上川村、八束村、中和村、富村、奥津町、上斎原村、阿波村、北房町 

広島県 Ⅳ Ⅲ 

庄原市、佐伯町、吉和町、筒賀村、戸河内町、芸北町、大朝町、千代田町、八千代町、美

土里町、高宮町、甲山町、世羅町、油木町、神石町、豊松村、三和町(神石郡)、上下町、

総領町、甲奴町、君田村、布野村、作木村、吉舎町、三良坂町、西城町、東城町、口和町、

高野町、比和町 
山口県 Ⅳ Ⅴ 下関市 

Ⅲ 東祖谷山村 
徳島県 Ⅳ 

Ⅴ 由岐町、日和佐町、牟岐町、海南町、宍喰町 
香川県 Ⅳ ―  
愛媛県 Ⅳ Ⅴ 瀬戸町、三崎町、津島町、南海村、御荘町、一本松町、西海町 

Ⅲ 本川村 

高知県 Ⅳ 
Ⅴ 

高知市、室戸市、安芸市、南国市、土佐市、須崎市、宿毛市、土佐清水市、東洋町、奈半

利町、田野町、安田町、北川村、馬路村、芸西村、赤岡町、香我美町、野市町、夜須町、

吉川村、伊野町、春野町、大方町、大月町、三原村 
福岡県 Ⅳ Ⅴ 福岡市：博多区、中央区、南区、城南区 
佐賀県 Ⅳ ―  

長崎県 Ⅳ Ⅴ 

長崎市、佐世保市、島原市、福江市、平戸市、香焼市、伊王島町、高島町、野母崎町、三

和町、長与町、時津町、琴海町、西彼町、西海町、大島町、崎戸町、大瀬戸町、外海町、

口之津町、南有馬町、北有馬町、西有家町、有家町、布津町、深江町、大島村、生月町、

小値賀町、宇久町、田平町、江迎町、鹿町町、小佐々町、佐々町、吉井町、世知原町、富

江町、玉之浦町、三井楽町、岐宿町、奈留町、若松町、上五島町、新魚目町、有川町、奈

良尾町 

熊本県 Ⅳ Ⅴ 八代市、水俣市、本渡市、牛深市、三角町、千丁町、鏡町、田浦町、芦北町、津奈木町、

大矢野町、姫戸町、竜ヶ岳町、御所浦町、倉岳町、榎本町、新和町、天草町、河浦町 
大分県 Ⅳ Ⅴ 佐伯市、鶴見町、米水津町、蒲江町 

宮崎県 Ⅴ Ⅳ 
都城市、小林市、えびの市、山田町、高崎町、高原町、須木村、西米良村、南郷村、西郷

村、北郷村、北方町、諸塚村、椎葉村、高千穂町、日之影町、五ヶ瀬町 

鹿児島県 Ⅴ Ⅳ 大口市、宮之城町、鶴田町、薩摩町、菱刈町、横川町、栗野町、吉松町、牧園町、霧島町、

大隈町、財部町、末吉町 



 

2、評定シートの集計 

 評定シートの温熱環境性能について集計した内容を以下の表 4-9 に示した。縦軸にシステム名 

(木質系 4 社 5 システム、鉄鋼系 9 社 19 システム、コンクリート系 5 社 6 システム)を取り、横軸 

に性能等項目(省エネルギー対策等級)を取った。等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照） 

に基づいている。表中の「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていること、「○」は当

該性能項目に関する仕様が登録されていることに加え評定を取るための最低の基準を示している。

「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示している。 

表 4-9 から地域区分Ⅲ、Ⅳの地域に多くのシステムが登録されていることが分かった。全体的

には、等級 3 への登録が多くされていることが分かった。等級 4、等級 3 には登録しているのに、

等級 2 へ登録されていないシステムがあるが、これは建物自体が元から等級 3 以上の性能を有し

ているからだと思われる。 
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表 4-9 温熱環境性能における各システムの登録状況 

ミサワ

エス・バ

セキスイツ

セキ

ＧＥ

セキス

セキス

セキスイ

セキス

ダイワ

ダイワ

クボタハウ

パナ

パナ

パナ

トヨタ

トヨ

ニッセ

ニッセキ

旭化成

旭化成・

旭化

旭化成

ミサワ

パ

ウベ

レスコ

レスコ

イワコ

ＮＣ

鉄
鋼
系

コ
ン
ク
リ
ー

ト
系

温熱環境性能

木
質
系

　　

システム

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「●」は当該性能

「○」は当該性能

「－」は当該性能

 等級の内容は日本

 

 

 

 

 

 

性能項目等
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ

ホームFC ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ― ○ ○ ○ ○ ○ ―

イ・エルΣ ● ● ● ● ― ― ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ―

ーユーホーム ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ― ○ ○ ― ― ― ―

スイＷ３ ― ― ● ● ● ― ● ● ● ● ● ― ○ ○ ○ ○ ○ ―

Ｏウッド ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ―

イハイムＭ３ ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ― ○ ○ ― ― ― ―

イハイムＢ ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ― ○ ○ ○ ○ ○ ―

ハイムＳＡＮ ― ― ― ― ― ― ― ― ● ● ● ― ― ― ○ ― ― ―

イハイムΒ ― ― ● ● ● ― ― ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ―

ハウスＧ ― ● ● ● ― ● ● ● ● ● ― ● ○ ○ ― ― ― ―

ハウスＴ ― ― ― ― ― ― ― ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ―

スＨシリーズ ― ― ● ● ● ― ― ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ―

ホームＲ ● ● ● ● ― ― ● ● ● ● ― ― ○ ○ ― ― ― ―

ホームＷ ― ― ● ● ― ― ― ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ―

ホームＮＳ ― ― ● ● ● ― ― ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ―

Ｊ型－Ｌ ― ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ―

タＫＡ型 ― ― ● ● ― ― ― ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ―

キハウスＲ ― ― ― ― ― ― ― ● ● ● ● ― ― ○ ○ ○ ○ ―

ハウスＲＭ ― ― ― ― ― ― ― ● ● ● ● ― ― ○ ○ ○ ○ ―

・ＮＨＳＳ ― ― ● ● ● ― ― ● ● ● ● ― ― ○ ○ ○ ○ ―

ＮＨＳＳ－Ｗ ― ― ● ● ● ― ― ● ● ● ● ― ― ○ ○ ○ ○ ―

成・ＤＳＸ ― ― ● ● ● ― ― ● ● ● ● ― ― ○ ○ ○ ○ ―

・ＤＳＸ－Ｗ ― ― ● ● ● ― ― ● ● ● ● ― ― ○ ○ ○ ○ ―

ホームＵＣ ― ● ● ● ● ● ― ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

ルコン ― ― ● ● ● ― ― ● ● ● ● ― ― ○ ○ ○ ○ ―

ハウスＡ ― ― ● ● ● ― ● ― ● ● ● ― ○ ― ― ― ― ―

ハウスＴ型 ― ― ● ● ― ― ― ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ―

ハウスＳ型 ― ― ● ● ― ― ― ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ―

ンハウス ― ― ● ● ― ― ― ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ―

ハウス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ―

地域区分

省エネルギー対策等級

等級4 等級3 等級2

地域区分 地域区分

名

性能等項目 

等項目に関する仕様が登録されていることを示す 

等項目に関する仕様が登録されていることに加え、評定取得のための最低の基準であることを示す 

等項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく 



 

4－5－7 界壁遮音性能 

 

1、概説 

 現時点の科学的な知見の範囲では、反射、干渉、共鳴、共振などといった波動としての特殊な 

特性の把握が難しいことや、施工上の種々の誤差などがもたらす変化を把握することが難しいた 

め、設計図書の段階で竣工時の遮音性能を正確に予測することは困難になっている。このため、 

ここでは、完成した住宅室内で聞こえる音の実測結果について保証するのではなく、あくまでも 

設計図書の段階で予測ができ、かつ、判断のできる内容に置き換えて、表示方法および評価方法 

を設定している。 

 遮音性能は、「D 値」で表され、建築基準法で義務づけられている D－40 以上は騒音を 40dB 以 

上遮音できるという意味で、数値が大きいほど遮音性能が高い。 

 

2、評定シートの集計 

 評定シートの界壁遮音性能について集計した内容を以下の表 4-10 に示した。縦軸にシステム名 

(木質系 4 社 5 システム、鉄鋼系 9 社 19 システム、コンクリート系 5 社 6 システム)を取り、横 

軸に性能等項目(適合・不適合、透過損失等級)を取った。等級の内容は日本住宅性能表示基準（資

料編参照）に基づいている。表中の「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていること、 

「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示している。無記載の部分は集

計の対象から外した。 

 表 4-10 から等級の低い方へ登録が多少見られただけで、等級の高い方への登録が見られないこ 

とが分かった。界壁遮音性能ついて、仕様が登録されていない、あるいは登録の対象外になって 

いるシステムが多く見られる理由としては、長屋及び共同建てのみに限定される項目だからだと 

考えられる。 

登録されないシステムについても、今後具体的な長屋建て共同建てへの適用に際しては、個々

の工事に際し個別に仕様が明示される形で実現されるものと推察される。 
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表 4-10 界壁遮音性能における各システムの登録状況 

等級4 等級3

ミサワホームFC ― ―

エス・バイ・エルΣ ― ―

セキスイツーユーホーム ― ―

セキスイＷ３ ― ―

ＧＥＯウッド ― ―

セキスイハイムＭ３ ― ―

セキスイハイムＢ ― ―

セキスイハイムＳＡＮ ― ―

セキスイハイムΒ ― ―

ダイワハウスＧ ― ―

ダイワハウスＴ ― ―

クボタハウスＨシリーズ ― ―

パナホームＲ ― ―

パナホームＷ ― ―

パナホームＮＳ ― ―

トヨタＪ型－Ｌ ― ―

トヨタＫＡ型 ― ―

ニッセキハウスＲ ― ―

ニッセキハウスＲＭ / /

旭化成・ＮＨＳＳ / /

旭化成・ＮＨＳＳ－Ｗ ― ―

旭化成・ＤＳＸ / /

旭化成・ＤＳＸ－Ｗ ― ―

ミサワホームＵＣ ― ―

パルコン ― ―

ウベハウスＡ ― ―

レスコハウスＴ型

レスコハウスＳ型

イワコンハウス ― ―

ＮＣハウス ― ―

鉄
鋼
系

コ
ン
ク
リ
ー

ト
系

劣化対策

木
質
系

　　性能項目等

システム名

性能等項目 能 
透過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていることを示す 

「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

「/」は当該性能項目の対象外を示す 

無記載部分については、集計の対象から外している 

 等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく 

 

 

 

壁遮音性耐久性能界
等級2 等級1

― ―

― ―

― ―

― ―

― ●

― ―

― ―

― ―

― ―

― ●

― ●

― ●

― ―

― ―

― ―

― ●

― ―

― ―

/ /

/ /

― ―

/ /

― ―

● ―

● ●

― ―

― ―

― ―

等級（構造躯体等）損失等級（界壁） 



 

4－5－8 高齢者等配慮性能 

 

1、概説 

 高齢者等に配慮した建物の工夫の手厚さの程度を等級により表示するとしているが、特に、新 

築時に対応しないと対応が難しい、移動時の安全性の確保と、介助のし易さに着目した工夫の評 

価を対象としている。 

 具体的には階段や水まわりへの手すりの設置、廊下や室内ドアの有効開口幅 750mm 以上、床階 

段 3mm 以下に抑えるといった細かい規定がある。またトイレと寝室の距離感、各室の配置につい 

ても高齢者へゆき届いた配慮が求められる。 

 

2、評定シートの集計 

評定シートの高齢者等配慮性能について集計した内容を以下の表 4-11 に示した。縦軸にシステ

ム名(木質系 4 社 5 システム、鉄鋼系 9 社 19 システム、コンクリート系 5 社 6 システム)を取り、

横軸に性能等項目(高齢者配慮対策等級(専用部分)、高齢者配慮対策等級(共用部分))を取った。等

級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づいている。表中の「●」は当該性能等項

目に関する仕様が登録されていること、「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていない

こと、「/」は当該性能項目の対象外であることを示した。無記載部分については集計の対象から

外している。 

表 4-11 より、高齢者配慮対策等級(専用部分)では、クボタハウスＨシリーズ、パルコン、高齢 

者配慮対策等級(共用部分)では、ミサワホーム FC、ダイワハウスβ、ダイワハウス G、ミサワホ

ーム UC に多く登録が見られることが分かった。 

 本来必須性能項目である高齢者配慮性能は、評定の基準である等級１以上の登録を満たしてい

なければならない。表は現在のウェブ情報を示したものであり、そこでは適合していることが示

されていないが、今後ウェブ上の表示が改善され、具体的に明らかにされるものと思われる。 
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表 4-11 高齢者配慮性能における各システムの登録状況 

等級5 等級4 等級3 等級2 等級1 等

ミサワホームFC ― ― ― ― ―

エス・バイ・エルΣ ― ― ● ● ―

セキスイツーユーホーム ― ― ― ― ―

セキスイＷ３ ― ― ― ― ―

ＧＥＯウッド ― ― ― ― ―

セキスイハイムＭ３ ― ― ― ― ―

セキスイハイムＢ ― ― ― ― ―

セキスイハイムＳＡＮ ― ― ― ― ―

セキスイハイムΒ ― ― ― ― ―

ダイワハウスＧ ― ― ― ― ―

ダイワハウスＴ ― ― ― ― ―

クボタハウスＨシリーズ ● ● ● ● ●

パナホームＲ ― ― ― ― ―

パナホームＷ ― ― ― ― ―

パナホームＮＳ ― ― ― ― ―

トヨタＪ型－Ｌ ― ― ― ― ―

トヨタＫＡ型 ― ― ― ― ―

ニッセキハウスＲ ― ― ― ― ―

ニッセキハウスＲＭ ― ― ― ― ―

旭化成・ＮＨＳＳ ― ― ― ― ―

旭化成・ＮＨＳＳ－Ｗ ― ― ― ― ―

旭化成・ＤＳＸ ― ― ― ― ―

旭化成・ＤＳＸ－Ｗ ― ― ― ― ―

ミサワホームＵＣ ― ― ― ― ―

パルコン ● ● ● ● ―

ウベハウスＡ ― ― ― ― ―

レスコハウスＴ型 ― ― ― ― ―

レスコハウスＳ型 ― ― ― ― ―

イワコンハウス ― ― ― ― ―

ＮＣハウス ― ― ― ― ―

鉄
鋼
系

コ
ン
ク
リ
ー

ト
系

高齢者配慮性能

高齢者配慮対策等級（専用部分） 高 ）

木
質
系

　　性能項目等

システム名

性能等項目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていることを示す 

「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

「/」は当該性能項目の対象外を示す 

 等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく 
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齢者等配慮対策等級（共用部分高齢者配慮対策等級(共用部分)
級5 等級4 等級3 等級2 等級1

● ● ● ● ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ● ● ● ●

― ● ● ● ●

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

● ― ● ― ―

/ / / / /

/ / / / /

― ― ― ― ―

/ / / / /

― ― ― ― ―

● ● ● ● ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―

― ― ― ― ―



 

4－5－9 維持管理容易性能 

 

1、概説 

 給排水管、ガス管の日常の維持管理を容易にするための対策の手厚さを優先的に採り上げてい 

る。これは、これらの設備配管が、どの住宅にも一般的に設置されていること、内外装などによ 

って隠されてしまうことが多いこと、漏水やガス漏れなどのこと故によって居住者や建物への影 

響が大きくなることがあること、などを勘案したためである。 

 

2、評定シートの集計 

 評定シートの維持管理容易性能について集計した内容を以下の表 4-12 に示した。縦軸にシステ 

ム名(木質系 4 社 5 システム、鉄鋼系 9 社 19 システム、コンクリート系 5 社 6 システム)を取り、 

横軸に性能等項目(A：維持管理対策等級(専用配管)、B：維持管理対策等級(共用配管))を取った。 

等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づいている。表中の「●」は当該性能等 

項目に関する仕様が登録されていること、「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていな 

いこと、「/」は当該性能項目の対象外を示し、無記載部分については集計の対象から外している。 

表 4-12 からは、B：維持管理対策等級(共用配管)の等級 3 について全てのシステムが登録されて

いないことが分かった。また、全体的に見てもほとんどのシステムが維持管理対策等級について

は登録を受けていないことが分かった。以上から維持管理容易性能については各社ともそれほど

重要視していないことが窺える。 
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表 4-12 維持管理容易性能における各システムの登録状況 

等級３ 等級2 等級３ 等級2

ミサワホームFC ― ― ― ―

エス・バイ・エルΣ ● ● ― ―

セキスイツーユーホームW ― ― ― ―

セキスイW3 ― ― ― ―

GEOウッド ― ― ― ―

セキスイハイムM3 ― ― ― ―

セキスイハウスB ― ― ― ―

セキスイハウスSAN ― ― ― ●

セキスイハウスβ ― ― ― ―

ダイワハウスG ― ― ― ―

ダイワハウスT ― ― ― ―

クボタハウスHシリーズ ● ● ― ―

パナホームR ― ― ― ―

パナホームW ― ― ― ―

パナホームNS ― ― ― ―

トヨタJ型―L ― ― ― ―

トヨタKA型 ― ― ― ―

ニッセキハウスR ― ― ― ―

ニッセキハウスRM ― ― / /

旭化成・NHSS ― ― / /

旭化成・NHSS―W ― ― ― ―

旭化成・DXS ― ― / /

旭化成・DXS―W ― ― ― ―

ミサワホームUC ― ― ― ―

パルコン ● ● ― ―

ウベハウスA ● ● ― ―

レスコハウスT型 ― ―

レスコハウスS型 ― ―

イワコンハウス ― ― ― ―

NCハウス ― ― ― ―

木
質
系

鉄
鋼
系

コ
ン
ク
リ
ー

ト
系

維持管理容易性能

A B

性能等項目

システム名

 性能等項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていることを示す 

「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

「/」は当該性能項目の対象外を示す 

無記載部分については、集計の対象から外している 

等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく 

A：維持管理対策等級(専用配管) B：維持管理対策等級(共用配管) 
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4－5－10 空気環境性能 

 

1、概説 

 住宅室内の水蒸気や代表的な化学物質の濃度を低減するための対策がどの程度手厚く講じられ 

ているかを評価することとしている。このような対策には多様な方法があるが、ここでは基本的 

な対策と考えられる建材の選定と換気方法を想定している。 

 対象としては、近年、住宅室内での健康への影響の要因として指摘されることの多いホルムア 

ルデヒドを特に採り上げ、その放散量の大小の等級が日本工業規格(JIS)や日本農林規格(JAS)にお 

いて定められ表示などが実施されている建材については特に詳しく評価することとしている。 

 

2、評定シートの集計 

 評定シートの空気環境性能について集計した内容を表 4-13 に示した。縦軸にシステム名(木質系 

4 社 5 システム、鉄鋼系 9 社 19 システム、コンクリート系 5 社 6 システム)を取り、横軸に性能等 

項目(A：ホルムアルデヒド対策(内装)、B：全般換気対策、C：局所換気対策)を取った。等級の内 

容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づいている。表中の「●」は当該性能等項目に関 

する仕様が登録されていること、「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを 

示した。 

 表 4-13 から B：全般換気対策の項目については、多くのシステムが登録していることが分かっ 

た。鉄鋼系の旭化成の 4 システムのみが、A：ホルムアルデヒド対策(内装)等級 4 の複合フローリ 

ングの項目において、登録を行っていることが分かった。 
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表 4-13 空気環境性能における各システムの登録状況 

 

B C

a b c d e f g a b c d e f g a b c d e f g X Y

ミサワホームFC ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

エス・バイ・エルΣ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

セキスイツーユーホームW ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

セキスイW3 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

GEOウッド ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

セキスイハイムM3 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

セキスイハウスB ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

セキスイハウスSAN ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

セキスイハウスβ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

ダイワハウスG ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

ダイワハウスT ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

クボタハウスHシリーズ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

パナホームR ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

パナホームW ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

パナホームNS ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

トヨタJ型―L ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

トヨタKA型 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ニッセキハウスR ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

ニッセキハウスRM ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

旭化成・NHSS ― ― ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

旭化成・NHSS―W ― ― ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

旭化成・DXS ― ― ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

旭化成・DXS―W ― ― ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

ミサワホームUC ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

パルコン ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 適合 ―

ウベハウスA ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

レスコハウスT型 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

レスコハウスS型 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

イワコンハウス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

NCハウス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

木
質
系

鉄
鋼
系

コ
ン
ク
リ
ー

ト
系

空気環境性能

A

等級4 等級3 等級2

　　　性能等項目

システム名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていることを示す 

「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく 

A：ホルムアルデヒド対策(内装)  B：全般換気対策  C：局所換気対策 

X：適合・不適合   Y：有・無 

a：パーティクルボード e：複合フローリング 

b：MDF  f：集成材 

c：合板  g：単板積層材 

d：構造用パネル  
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4－5－11 光・視環境性能 

 

1、概説 

建築基準法では、従来より、住宅をはじめとする建築物の開口部に関する一定の基準を設け、

建築物が最低限確保しなければならない開口部の大きさについて義務付けを行っている。 

他方、窓の機能には、日照、採光、通風といった物理的なものに加えて、眺望、開放感、やす

らぎの享受といった心理的なものがあるといわれている。本事項は、前途した建築基準法の規制

に加えて、住宅室内の採光をはじめとする開口部の総合的効果をあわせて見込んだ上で、居室の

開口部の面積と位置についてどの程度の配慮がなされているかを評価するものである。 

 住宅室内への直射日光の量の大小については、住宅の敷地外のさまざまな状況の変化により容 

易に変動するものであることから、住宅室内への直射日光の量を直接的に評価することを位置付 

けてはいない。 

 

2、評定シートの集計 

集計した結果、評定シートの光・視環境性能については全てのシステムが登録していないこと

が分かった。維持管理容易性能と同様にこの項目も重要視されていないことが窺える。 
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4－5－12 外壁開口部・界床の遮音性能 

 

1、概説 

 概説についてはⅤ、界壁遮音性能で説明した内容と同じなので割愛する。 

 

2、評定シートの集計 

 評定シートの外壁開口部の遮音性能について集計結果、全てのシステムが登録していないこと 

が分かった。選択的性能項目として重要視されていないことが分かる。 

界床遮音性能の集計結果を表 4-14 に示す。縦軸にシステム名(木質系 4 社 5 システム、鉄鋼系 9

社 19 システム、コンクリート系 5 社 6 システム)を取り、横軸に性能等項目(重量床衝撃音対策等

級、相当スラブ(重量床衝撃音)、軽量床衝撃音対策等級、軽量床衝撃音レベル低減量)を取った。

等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づいている。表中の「●」は当該性能等

項目に関する仕様が登録されていること、「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていな

いこと、「/」は当該性能項目の対象外を示し無記載部分については集計の対象から外している。 

 表 4-14 から D：軽量床衝撃音レベル低減量の項目について、鉄鋼系のシステムに比較的多く登 

録されていることが分かった。A：重量床衝撃音対策等級、B：相当スラブ(重量床衝撃音)、C：

軽量床衝撃音対策等級の項目についてはほとんどのシステムが登録を行っていないことが分かっ

た。 
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表 4-14 界床の遮音性能における各システムの登録状況 

 

等級5 等級4 等級3 等級2 a b c d 等級5 等級4 等級3 等級2 e f g h

ミサワホームFC ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ●

エス・バイ・エルΣ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

セキスイツーユーホームW ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

セキスイW3 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

GEOウッド ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ●

セキスイハイムM3 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

セキスイハウスB ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ● ●

セキスイハウスSAN ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ● ●

セキスイハウスβ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ● ●

ダイワハウスG ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ダイワハウスT ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

クボタハウスHシリーズ ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

パナホームR ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

パナホームW ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

パナホームNS ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

トヨタJ型―L ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ― ―

トヨタKA型 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ニッセキハウスR ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

ニッセキハウスRM / / / / / / / / / / / / / / / /

旭化成・NHSS / / / / / / / / / / / / / / / /

旭化成・NHSS―W ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ● ― ―

旭化成・DXS / / / / / / / / / / / / / / / /

旭化成・DXS―W ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ● ― ―

ミサワホームUC ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ● ●

パルコン ― ― ― ― ― ― ● ● ― ― ― ● ― ― ― ―

ウベハウスA ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

レスコハウスT型

レスコハウスS型

イワコンハウス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

NCハウス ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

木
質
系

鉄
鋼
系

コ
ン
ク
リ
ー

ト

界床の遮音性能

重量床衝撃音対策等級 相当スラブ(重量床衝撃音) 軽量床衝撃音対策等級 軽量床衝撃音レベル低減量

　　性能等項目

システム名
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
系 

 
「●」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていることを示す 

「－」は当該性能等項目に関する仕様が登録されていないことを示す 

「/」は当該性能項目の対象外を示す 

無記載部分については、集計の対象から外している 

等級の内容は日本住宅性能表示基準（資料編参照）に基づく 

 

a：27cm 以上         e：30bB 以上 

b：20cm 以上         f：25dB 以上 

c：15cm 以上         g：20dB 以上 

d：11cm 以上         h：15dB 以上
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4－6 工業化住宅性能評定シートの考察 

 

 各システムの工業化住宅性能シートを比較分析の結果、表 4-3 による必須性能項目と選択的性

能項目では大きな違いが見られた。 

 必須性能項目では、全 6 項目に対して、全システムが積極的に登録している傾向が見られた。

各システムは単に高い等級のみに登録しているに留まらず、評定取得に必要な最低等級を含め登

録が多岐に渡っていることが特徴的であった。地震、火災や劣化など直接建物にかかわる構造面

以外に、建築設備や高齢者への配慮など性能面においても全システムが取り組んでいた。 

 選択的性能項目では、全 4 項目に対して必須性能項目ほど積極的に取り組んでいるシステムは

見られず、必要な性能項目だけに登録している傾向が見られた。性能評定項目の登録状況に関し

て、木質系、鉄鋼系、コンクリート系プレファブ住宅相互に大きな違いは見られなかった。 

 なお、選択的性能項目についてあまり登録されていない理由は、改めて型式認定を取らなくて

も、個々の工事毎に性能評価期間に性能評価（設計評価、建設評価）を申請する際、図書を提出

したほうが手っ取り早いという判断があることによるものと考えられる。 

 



 

第 5 章 工業化住宅の最新構法                       
 

5－1 工業化住宅の最新構法の比較                             

 

 ここで紹介する各システムの構造及び仕様は(社)プレハブ建築協会からの資料を基に作成した 

ものである。木質系が 6 システム、鉄鋼系が 13 システム、コンクリート系が 3 システムの合計 

22 システムについて構造及び仕様を比較した。表 5-1 は工業化住宅構造別システム一覧である。 

ただし旭化成スクラムハウス HB については現在製造・販売をしていないが、事例収集が出来た 

ため分析の対象とした。また、(社)プレハブ建築協会から得られた資料はシステム毎に記載されて 

いる内容にばらつきはあるが、本研究では得られた資料のみで比較を行った。 

 

 

表 5-1 工業化住宅構造別システム一覧 

構造別 システム名 会社名 

ミサワホーム FC ミサワホーム(株) 

セキスイツーユーホーム W 積水化学工業(株) 

旭化成スクラムハウス HB 旭化成(株) 

GEO ウッド 大成建設(株) 

エス・バイ・エル エス・バイ・エル(株) 

木質系 

エス・バイ・エル L 型 エス・バイ・エル(株) 

セキスイハイム M-3 積水化学工業(株) 

セキスイハウス B 積水ハウス(株) 

ダイワハウス G 大和ハウス工業(株) 

パナホーム R パナホーム(株) 

パナホーム W パナホーム(株) 

パナホーム NS パナホーム(株) 

トヨタ KA 型 トヨタ自動車(株) 

旭化成ヘーベルハウス D・E 旭化成(株) 

ミサワホーム UC ミサワホーム(株) 

旭化成・DX 旭化成(株) 

旭化成・NHS 旭化成(株) 

セキスイハイム MR 積水化学工業(株) 

鉄鋼系 

トヨタ J 型 トヨタ自動車(株) 

パルコン 大成建設(株) 

ウベハウス C、CL ウベハウス(株) 
コンク 

リート系 
パルゼット 大成建設(株) 
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5－1－1 木質系工業化住宅 

 

 木質系の各システムの構造及び仕様は、表 5-2 から 5-7 に示す。各システムの構造及び仕様を 

見てみると、構造形式では組立構造、パネル構造、ユニット構造、軸組耐力パネル構造に大別す

ることができた。基準寸法では、GEO ウッドを除く全てのシステムが 910mm を採用しているこ

とが分かった。床や屋根の部位では、床パネル、屋根パネル、合板などを使うシステムが多く見

られた。 

 

表 5-2 ミサワホーム FC の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：木質系パネル構造 

基準寸法：910mm 

基礎 ― 現場打ちコンクリート造の布基礎 

1 階―基

礎 

現場打ちコンクリート造の布基礎に床パネル又は土台を介し、アンカーボ

ルト等を用いて、耐力壁等を緊結 
つなぎ 

2階及び 3

階 

床パネル又は胴差等の上に 1 階―基礎同様に耐力壁等を設ける 

1 階 床パネル、床梁 
床 

2、3 階 床パネルと床梁により構成 

屋根 ― 屋根パネル、屋根梁(木製梁、鋼製梁)等を用いる 

 

表 5-3 セキスイツーユーホーム W の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：ユニット構造 

基準寸法：910mm 

基礎 ― 鉄筋コンクリート造の布基礎 

床 ― 
規格化された枠材に、面材として、パーチクルボード、構造用合板、硬質

木片セメント板を釘打ちした木質系パネル 

壁 ― 
規格化された枠材に、面材として、硬質木片セメント板、構造用合板、石

膏ボード、火山性ガラス質複層板を釘打ちした木質系パネル 

屋根 ― 

単材と屋根パネル、妻小壁等のパネル材により立体的に構成 

屋根パネルは、規格化された枠材に、面材として構造用パネルを釘打ちし

た木質系パネル 
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表 5-4 旭化成スクラムハウス HB の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：木質系軸組耐力パネル構造 

基準寸法：910mm(サブモジュール 455mm) 

基礎 ― 現場打ち鉄筋コンクリート造布基礎 

1 階 
土台・床束・大引・根太及び合板を用いて構成する仕様と土台・床束・根

太及び合板を用いて構成する仕様 床 

2、3 階 2、3 階床梁・根太及び合板を用いて構成し、火打ちは設けない 

屋根 ― 
小屋束・棟ばり・登りばり・垂木などによる小屋組を設け構造用合板を張

り渡すことで、火打ちは設けない 

 

表 5-5  GEO ウッドの構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 構造形式：平板組立構造 

基礎 ― 

鉄筋コンクリート造の布基礎又はべた基礎 

地盤面への根入れ深さは標準で布基礎で 270mm、スラブ一体型布基礎で

200mm 

床 床根太等の床組を下階の壁にのせてその上に上階の壁が設置 
つなぎ 

外壁 外壁パネルと床組とは所要部分に金物にて緊結 
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表 5-6 エス・バイ・エルの構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：木質系組立構造 

基準寸法：910mm 及び 90mm のダブルグリットを採用 

基礎 ― 
現場施工及び工場生産によるプレキャスト造の鉄筋コンクリート造布基

礎 

柱、土台、

胴差、桁 
― 

柱、土台、胴差及び桁は規格化された材料で構造部材としての壁パネルと、

他の材料との結合材として使用 

柱材については支持柱としても使用 

1 階 

規格化された枠材及び桟材に面材として構造用合板○ア 5.5mm、エス･バ

イ・エルの規格による SL 合板○ア 5.5mm、構造用合板○ア 12mm(各々1 類 2

級以上)、パーティクルボード○ア 12mm 以上、又は床根太の間隔に応じた構

造用パネルを片面に接着した木質系の床パネル工法、在来工法(根太・梁

方式)、在来工法(根太・大引・束立方式)による工法 

床 

2、3 階 
床は床パネル等とし、パネルの仕様は 1 階の場合と同様 

床パネルによらず床根太の間隔に応じた面材による構成も可能 

壁 ― 

規格化された桟材に面材として構造用合板○ア 5.5mm(1 類 2 級以上)を片面

に接着した木質系の壁パネルで、耐力壁、支持壁は共通の仕様 

間仕切壁についてはフレームパネル方式も採用 

梁 ― 

規格化された木質梁、日本農業規格(JAS 規格)又はエス・バイ・エル規格

及びウェアーハウザー規格の構造用集成梁、枠組材相互をメタルプレート

により結合した平行弦床トラス、規格化された構造用単板積層材(LVL)を

フランジに用いた木質Ⅰ型複合梁(Ⅰビーム)、バララム又は規格化された

鋼製ラチス梁 

屋根 ― 

規格された枠材に面材として構造用合板(1 類 2 級以上)○ア 9mm 以上、パー

ティクルボード○ア 8mm 以上又は、ラフターの間隔に応じた構造用パネル

を片面に接着した木質系の屋根パネル工法、枠組材をメタルプレートコネ

クターにより結合したトラス工法、トラスとラフターを併用したトラス・

ラフター工法、Ⅰビームを垂木・母屋又は棟木に用いたⅠビーム工法又は

束建てによる在来工法 
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表 5-7 エス・バイ・エル L 型の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：木質系組立構造 

基準寸法：910mm 及び 90mm のダブルグリットを採用 

基礎 ― 
現場施工及び工場生産によるプレキャスト造の鉄筋コンクリート造布基

礎 

柱、土台、

胴差、桁 
― 

柱、土台、胴差及び桁は規格化された材料で構造部材としての壁パネルと、

他の材料との結合材として使用 

柱材については支持柱としても使用 

1 階 

規格化された枠材及び桟材に面材として構造用合板○ア 5.5mm、エス･バ

イ・エルの規格による SL 合板○ア 5.5mm、構造用合板○ア 12mm(各々1 類 2

級以上)、パーティクルボード○ア 12mm 以上、又は床根太の間隔に応じた構

造用パネルを片面に接着した木質系の床パネル工法、在来工法(根太・梁

方式)、在来工法(根太・大引・束立方式)による工法 

床 

2、3 階 
床は床パネル等とし、パネルの仕様は 1 階の場合と同様 

床パネルによらず床根太の間隔に応じた面材による構成も可能 

壁 ― 

規格化された桟材に面材として構造用合板○ア 5.5mm(1 類 2 級以上)を片面

に接着した木質系の壁パネルで、耐力壁、支持壁は共通の仕様 

間仕切壁についてはフレームパネル方式も採用 

梁 ― 

規格化された木質梁、日本農業規格(JAS 規格)又はエス・バイ・エル規格

及びウェアーハウザー規格の構造用集成梁、枠組材相互をメタルプレート

により結合した平行弦床トラス、規格化された構造用単板積層材(LVL)を

フランジに用いた木質Ⅰ型複合梁(Ⅰビーム)、バララム又は規格化された

鋼製ラチス梁 

屋根 ― 

規格された枠材に面材として構造用合板(1 類 2 級以上)○ア 9mm 以上、パー

ティクルボード○ア 8mm 以上又は、ラフターの間隔に応じた構造用パネル

を片面に接着した木質系の屋根パネル工法、枠組材をメタルプレートコネ

クターにより結合したトラス工法、トラスとラフターを併用したトラス・

ラフター工法、Ⅰビームを垂木・母屋又は棟木に用いたⅠビーム工法又は

束建てによる在来工法 
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5－1－2 鉄鋼系工業化住宅 

 

鉄鋼系の各システムの構造及び仕様は、表 5-8 から 5-20 に示す。各システムの構造及び仕様を 

見てみると、構造形式ではラーメン構造、ブレース構造、組立構造、パネル構造、ユニット構造

に大別することができた。基準寸法では、900mm を採用しているシステムが 5 システムと最も多

く、次いで 610mm、910mm、1000mm、800mm の順であった。鉄鋼系の住宅であるが、床や屋根

に木製の梁や根太を用いているシステムも見られた。   

 

表 5-8 セキスイハイム M-3 の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：軽量鉄骨ラーメン構造 

基準寸法：タイプⅠ900mm、タイプⅡ309mm、300mm 

基礎 ― 
現場打ち鉄筋コンクリート造布基礎 

一部独立基礎 

床 1 階 鋼製の小梁を架けて、上を木製床 

屋根 ― 
陸屋根、切妻又は寄棟 

切妻又は寄棟については、軽量鉄骨製のトラス構造 
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表 5-9 セキスイハウス B の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：鉄鋼系組立構造 

基準寸法：1000mm 

基礎 ― 現場打ちされた鉄筋コンクリート造の布基礎及び独立基礎 

1 階 
鋼製大引き・床束等による在来構法床組 

ALC 板(100mm 厚)もしくはアスロック(60mm 厚) 
床 

2 階 
床梁に ALC 板(100mm厚)もしくはアスロック(60mm厚)を取付け金具もし

くはスタッドボルトで固定 

軸組 ― 

外周壁は、C 型軽量鉄骨製のフレームをボルトでつづり合わせて構造体を

構成 

外装材及び内装下地用の木製又はフレームを現場で取付けし構成 

壁軸組はアンカーボルトで直接基礎に緊結又はアンカーボルト及び柱脚

金具を介して基礎に緊結 

壁軸組の一部はブレース付としており、これを外周用の耐力壁とする 

勾配屋根

の構成 

トラスによる洋小屋仕用と小屋梁・合掌による和小屋仕様の母屋をボルト

止めし野地板を釘止めする場合、及び小屋梁・木製屋根梁・垂木に野地板

を釘止めする場合とがある 

小屋組 

陸屋根の

構成 

鋼製折板葺の場合は小屋梁、又は梁つなぎ上に折板取付け金具をボルト止

め 

ALC 板シート防水の場合は、ALC 板を小屋梁上に勾配プレートを介して

ボルト止め 
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表 5-10 ダイワハウス G の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：軽量鉄鋼軸組・パネル併用構造 

基準寸法：910mm 

基礎 ― 

鉄筋コンクリート造の布基礎及び独立基礎 

独立基礎はベース部、立上がり部一体の鉄筋コンクリート製のものを標準

とするが、立上がり部のみ鋼製とした仕様もある 

基礎の配筋は現場組立及び工場組立 

工場組立のものには、あばら筋にフックを設けず主筋と溶接した使用あり

土台 ― 

溝型鋼製ピース土台又は土台プレートで上部の鉛直力及び水平力を基礎

へ伝達 

ピース土台は、下部をアンカーボルトで布基礎と緊結し上部を柱及び外壁

パネルフレームにボルト接合 

土台プレートの場合、柱及び外壁は土台プレートを介して直接アンカーボ

ルトで布基礎と接合 

外壁線柱 

外壁線には軽量鉄骨製の柱を設置 

2,3 階は上下とも横架材とボルトで接合し、鉛直力を 1 階の外壁線柱又は

独立柱へ伝達 
柱 

独立柱 屋根面又は床面の大梁を支持するため、間仕切壁線に配置 

外壁の構

成 

軽量溝型鋼のフレーム、外装材、断熱材と木製桟木で構成したパネルを外

壁線柱の間に建て起こし、上部を横架材、側面を柱、下部を 2、3 階につ

いては横架材と、1 階については土台とボルト接合する構成 

間仕切壁

の構成 

建物内部に設ける独立柱、横架材及びブレースで構成した現場組立の耐力

壁で、両面から木製フレームを建て起こし、仕上げ材を貼って構成 
壁 

界壁の構

成 

界壁の構成は外壁、間仕切壁に準ずる 

界壁線を耐力壁線とするときは、外壁の耐力壁及び間仕切耐力壁に準じ

て、軸組にブレースドパネル又はブレースを組込む構造形式 
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表 5-11 パナホーム R の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：ラーメン構造(ブレース併用) 

基準寸法：900mm 

基礎 ― 
鉄筋コンクリート造の布基礎 

地盤条件等によりべた基礎、偏心基礎 

1 階 

鋼製束の上に鋼製の大引をタッピンネジで固定し、その上に木製の床パネ

ルを載せ床組を構成する仕様 

鋼製フレームに床材をタッピンネジで固定した大型床パネルを基礎に金

物を介して取付ける仕様 
床 

2 階 
鋼製フレームに繊維混入セメント押出成形板をタッピンネジで取付けた

床パネルを一部金物を介して床梁に取付け床組を構成 

外壁 ― 木製枠に外装材と内装材を取付けたパネル方式で非耐力扱い 

屋根 ― 

梁上に鋼製束を立て、その上に鋼製の母屋材を金物を介してボルト接合 

垂木は金物で母屋材に取付け、屋根下材を釘止めすることにより屋根を形

成 

 

表 5-12 パナホーム W の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：ブレース構造 

基準寸法：900mm 

基礎 ― 

鉄筋コンクリート造の布基礎 

地盤・敷地条件によりべた基礎、偏心基礎 

布基礎は荷重条件に応じて一、T、十字型の配置採用 

1 階 

軽みぞ形鋼にパーティクルボードをタッピンネジで取付けた大型ストレ

ススキンパネル方式を採用 

支持は 2P ピッチに配した鋼製束と基礎 
床 

2 階 

軽みぞ形鋼に面材をタッピンネジで取付けた大型ストレススキンパネル

方式を採用 

一部金物を用い床梁及び胴差にボルト接合し床を構成 

外壁 ― 

軽みぞ形鋼に耐力要素としてパーティクルボードをタッピンネジで固定

し、これに断熱材つきの内装材を釘固定 

外装材は桟木を介してタッピンネジで軽みぞ形鋼に固定して構成された

大型外壁パネルを採用 

屋根 ― 

小屋組には鋼製のトラスを用い一部金物を介して柱、外壁パネルにボルト

接合 

トラス上に鋼製枠材に針葉樹合板を取付けた屋根パネルをボルト接合 
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表 5-13 パナホーム NS の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：ラーメン構造 

基準寸法：900mm 

1 階 
鋼製の束の上に鋼製大引を取付け、これに木製床パネルを固定することに

より床を構成 床 

2、3 階 2 階床及び 3 階床は大梁、小梁に軽量コンクリート板を取付ける仕様 

屋根 ― 軽量気泡コンクリート板を大梁、小梁に取付ける仕様 

外壁 ― 
鋼製のフレーム枠にタッピンネジで軽量気泡コンクリート板を取付けた

パネルを金物を用いて柱又は梁にボルトで取付ける 

 

表 5-14 トヨタ KA 型の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：鉄鋼系壁式ラーメン構造 

基準寸法：1000mm 

基礎 ― 鉄筋コンクリート造の布基礎あるいはべた基礎 

1 階 

鉄筋コンクリート造の布基礎あるいはべた基礎に、直接または柱脚金物を

介して柱及びラチス柱をアンカーボルト及び高力ボルトを用いて設け、そ

の上に梁を高力ボルト用いて接合し軸組を構成 軸組 

2、3 階 
梁の上に柱及びラチス柱を高力ボルトを用いて設け、それらの上に上部の

梁を接合し、床又は屋根を設ける構造方法 

床 2、3 階 
床梁に ALC 板を取付けて構成するもののほか、木製の根太・合板等を床

梁に取付ける木製床、鋼製の根太・合板等を床梁に取付ける鋼製床がある

屋根 ― 
屋根梁などに、ALC 板を取付けた陸屋根か、或いは鉄骨小屋組及び木製

母屋に野地板合板等を取付けた屋根 

 

表 5-15 旭化成へ―ベルハウス D・E の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：軸組ブレース構造 

基本寸法：610mm 

基礎 ― 現場打ち鉄筋コンクリート造の連続フーチング基礎、又は杭基礎 

床 ― 
ALC 板と鉄骨梁に取付け、梁架構に水平ブレースを張って面内剛性を確

保 

柱 ― □-80、ジョイント金物付き角型鋼管柱 

外壁 ALC 板帳壁(t=100mm 又は t=75mm) 
壁 

内壁 木造間仕切り 

屋根 ― 
ALC 板(t=100mm、非歩行屋根には t=75mm を使用)を取付金物を用いて梁

に取付けて構成 
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表 5-16 ミサワホーム UC の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：鉄鋼系ユニット構造 

基本寸法：910mm 

基礎 ― 

直接基礎とし、鉄筋コンクリート造布基礎、べた基礎、一部独立基礎形式

現場打ち鉄筋コンクリート造を使用しているが布基礎の場合に限りプレ

キャストコンクリート造を使用 

床 ― 

軽溝形鋼の梁に架け渡した 455mm 間隔の木製根太にパーティクルボード

を貼ったものを標準 

遮音・防火の要求性能によっては軽量気泡コンクリートパネル厚さ 100mm

を使用 

屋根 ― 

屋根形状：切妻、寄棟、入母屋、方形及び陸屋根等 

勾配屋根の場合は、現場で鋼製束を立て鋼製垂木・母屋に構造用合板を貼

った屋根パネルをセット 

陸屋根の場合は、軽量気泡コンクリートパネル厚さ 80mm 又は 100mm を

組み付けたユニット式屋根パネルを最上階ユニットの上に設置 

 

表 5-17 旭化成・DX の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：軸組み耐力パネル構造 

基本寸法：610mm 

基礎 ― 現場打ち鉄筋コンクリート造の連続フーチング基礎、又は杭基礎 

床 ― 
ALC 板と鉄骨梁とを取付金物を用いて取付けることにより、梁の横補剛

をおこなうと同時に、床版自体で面内剛性を確保 

柱 ― □-80、ジョイント金物付き角型鋼管柱 

外壁 ALC 板帳壁(t=100mm 又は t=75mm) 
壁 

内壁 木造間仕切り 

屋根 ― 
ALC 板(t=100mm、非歩行屋根には t=75mm を使用)を取付金物を用いて梁

に取付けて構成 
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表 5-18 旭化成・NHS の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：鉄骨純ラーメン構造 

基本寸法：610mm 

基礎 ― 
現場打ち鉄筋コンクリート造の連続フーチング基礎、べた基礎、又は杭基

礎 

床 ― 
ALC 板と鉄骨梁とを取付金物を用いて取付けることにより、梁の横補剛

をおこなうと同時に、床版自体で面内剛性を確保 

柱 ― □-150、鋳鋼又は鍛鋼製接合ジョイント金物付き角型鋼管柱 

外壁 ALC 板帳壁(t=100mm 又は t=75mm) 
壁 

内壁 木造間仕切り 

屋根 ― 
ALC 板(t=100mm、非歩行屋根には t=75mm を使用)を取付金物を用いて梁

に取付けて構成 

 

表 5-19 セキスイハイム MR の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 
― 

構造形式：鉄鋼系ユニット構造 

基準寸法：800mm 

基礎 

― 

標準設計は、地耐力 5t/㎥用と 3t/㎥用に分け、それぞれについてけた―

けたつなぎに 2 個以上ユニットを配置した場合に適用とけた―けたつ

なぎに他のユニットと接合する事なく、1 個のユニットを配置した場合

に適用の 2 種類の設計を行っている。 

1 階―2 階

つなぎ 

1 階ユニット妻天井ばりフランジと 2 階ユニット妻床ばりフランジとを

ボルトで接合 

桁―桁つ

なぎ 

向き合うけた天井ばり下フランジ相互をジョイントプレートを介して

ボルトを接合 

妻―妻つ

なぎ 

ユニット相互は、ガスケットにより内装及び雨仕舞にフレキシブルに接

合し、構造耐力的な接合は行わない 

つなぎ 

妻―桁つ

なぎ 

ユニット相互は、ガスケットにより内装及び雨仕舞にフレキシブルに接

合し、構造耐力的な接合は行わない 

屋根 ― 陸屋根の鋼製折板構造 
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表 5-20 トヨタ J 型の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：軽量鉄骨ラーメン構造 

基準寸法：900mm 

基礎 ― 現場打ちコンクリートの布基礎及び独立基礎 

床 ― 住宅ユニットの桁側に鋼製の小梁等を架ける 

天井 ― 住宅ユニットの桁側に鋼製の小梁等を架ける 

屋根 ― 

屋根形状：陸屋根、切妻、寄棟及び入母屋 

傾斜屋根については、軽量鉄骨の束建て構造又は木製のトラス構造 

陸屋根については、折板又は ALC 構造 
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5－1－3 コンクリート系工業化住宅 

 

 コンクリート系の各システムの構造及び仕様は、表 5-21 から 5-23 に示す。各システムの構造及 

び仕様を見てみると、構造形式では組立構造のみであった。基準寸法では、900mm が 2 システム、 

910mm が 1 システムであることが分かった。コンクリート系の住宅ではあるが、屋根を勾配屋根 

とする場合は、木造の置屋根を用いていることが分かった。 

 

表 5-21 パルコンの構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：コンクリート系組立構造 

基準寸法：910mm のシングルグリッド 

基礎 ― 場所打鉄筋コンクリート造の基礎 

1 階 
場所打鉄筋コンクリート造の基礎ばりと 1階耐力壁脚部を 1階床板をはさ

んで、シース鉄筋で接合 

2 階 1 階耐力壁頂部と 2 階耐力壁脚部を 2 階床板をはさんでシース鉄筋で接合
つなぎ 

3 階 2 階耐力壁頂部と 3 階耐力壁脚部を 3 階床板をはさんでシース鉄筋で接合

外壁 ― 
外壁断熱工法(外壁の外側に断熱材(厚さ 135mm)を取付け、その上から、

ボード類で外装仕上げを施す工法)とする場合もある 

屋根 ― 

最上階耐力壁頂部から突出たシース鉄筋を屋根板に設けられたシース鉄

筋用貫通孔の中に差し込み、その周囲にモルタルを充填 

屋根板の相互の接合は、モルタル充填式コッター(接合鉄筋使用) 

屋根全体を勾配屋根とする場合は、プレキャスト鉄筋コンクリート造(切

妻又は片流れ)又は木造の置屋根(寄棟、切妻、方形、入母屋又は片流れ) 

 

表 5-22 ウベハウス C、CL の構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：コンクリート系組立構造 

基準寸法：900mm 及び 210mm のダブルグリッドを採用 

基礎 ― 
場所打鉄筋コンクリート造の基礎又はプレキャスト鉄筋コンクリート造

の基礎 

1 階 

場所打鉄筋コンクリート造の基礎梁又はプレキャスト鉄筋コンクリート

造の基礎梁に埋め込まれたアンカーボルトに 1 階耐力壁又は非耐力壁(腰

壁等)をボルトで接合 つなぎ 

2 階 
1 階耐力壁板又は非耐力壁(たれ壁等)の頂部と 2 階耐力壁板又は非耐力壁

板(腰壁等)の脚部を 2 階床板又は庇板を介してモルタル充填式ボルト接合

屋根 ― 
屋根板、床板及び庇板等の各相互間の接合は、モルタル充填式コッター及

びボルト接合の併用 
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表 5-23 パルゼットの構造及び仕様 

部位 仕様 

全体 ― 
構造形式：コンクリート系組立構造 

基準寸法：900mm 及び 140mm のダブルグリッドを採用 

基礎 ― 場所打鉄筋コンクリート造 

つなぎ 
基礎―1

階耐力壁 

場所打鉄筋コンクリート造の基礎ばりに定着されたアンカーボルトに、1

階耐力壁脚部に定着された接合金物をボルト接合 

直下階耐力壁と直上階耐力壁の接合は、直下階耐力壁頂部に埋込まれた接

合用鉄筋に、直上階耐力壁脚部に定着された接合金物をボルト接合 

1 階床 
場所打鉄筋コンクリート造(べた基礎の場合)又は土間床(その他の基礎の

場合) 

床 

2、3 階床 

場所打鉄筋コンクリート造とし、耐力壁及び垂れ壁に埋込まれたダボ鉄

筋、スタッドボルト等をスラブ内に定着させることにより、これらの支持

部材との一体化 

屋根 ― 
勾配屋根とする場合は、木造(枠組壁工法：昭和 57 年建設省告示題 56 号)

の置屋根を設置 
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5－2 工業化住宅の最新構法の分析 

 

 ここで紹介する工業化住宅のシステムは、5-1 で比較した構造及び仕様から主要構造・主要部位 

の材料を集計し、システム別によって構造及び仕様でどのような傾向が読み取れるか分析を行う。 

 

5－2－1 システム別構法分析  

 

 構造及び仕様を分析するにあたって、木質系では 4 種類、鉄鋼系では 5 種類、コンクリート系 

では 1 種類、計 10 種類の構造形式に大別することができた。以下に各構造別の概要図、図 5-1 か 

ら 5-10 を載せ分析を行った。 

 木質系では、組立構造を採用しているシステムが一番多く、他の構造形式では、一つの構造形 

式に 1 システムの採用となっていることが分かった。パネルを用いた組立方のシステムが多く見 

られた。 

 鉄鋼系では、ラーメン構造を採用しているシステムが一番多く、次にブレース構造が多く採用 

されていることが分かった。パネルを用いた組立方のシステムが多く見られた。 

 コンクリート系では、組立構造のみの採用となっていて、床、壁にプレキャスト造の板を組立 

てる構造形式を取っていることが分かった。 

 全体的に見て、どの構造においても比較的多くのシステムがパネルを用いた組立方を採用して 

いることが分かった。 

 

 - 107 -



 

◆木質系組立構造 

① 

② 

④ 

③ 

                            

図 5-1 木質系組立構造(参照：GEO ウッド) 

 

 

 名称  採用システム 

① 2 階壁パネル  ・GEO ウッド 

② 天井根太組  ・エス・バイ・エル 

③ 小屋組  ・エス・バイ・エル L 型 

④ 屋根パネル   
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◆木質系パネル構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  

 

図 5-2 木質系パネル構造(参照：ミサワホーム FC) 

 

 

 名称  採用システム 

① 1 階床・壁パネル組立  ・ミサワホーム FC 

② 屋根パネル敷込   
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◆木質系ユニット構造 

① 

② 

図 5-3 木質系ユニット構造(参照：セキスイツーユーホーム W) 

 

 名称  採用システム 

① 2 階ユニット据付  ・セキスイツーユーホーム W 

② 屋根ユニット据付   
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◆木質系軸組耐力パネル構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-4 木質系軸組耐力パネル構造(参照：スクラムハウス HB) 

 

採用システム 

・スクラムハウス HB 
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◆鉄鋼系ラーメン構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 
 

 

図 5-5 鉄鋼系ラーメン構造(参照：トヨタ KA 型) 

 

 
 名称  採用システム 

① 建て方工事  ・セキスイハイム M-3 

② 外壁パネル・屋根工事  ・パナホーム R(ブレース構造併用) 

   ・トヨタ KA 型 

   ・旭化成・NHS 

   ・トヨタ J 型 
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◆鉄鋼系ブレース構造 

⑥ 

⑤ 

④ 

③

② 

① 

図 5-6 鉄鋼系ブレース構造(参照：パナホーム W) 

 

 名称  採用システム 

① 屋根パネル  ・パナホーム R(ラーメン構造併用) 

② 屋根トラス  ・パナホーム W 

③ 2 階外壁パネル  ・旭化成ヘーベルハウス D・E 

④ 水平ブレース   

⑤ 2 階床パネル   

⑥ 1 階床パネル   
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◆鉄鋼系組立構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-7 鉄鋼系組立構造(参照：ダイワハウス G) 

 

 採用システム 

・セキスイハウス B 

・ダイワハウス G(パネル構造併用) 
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◆鉄鋼系パネル構造 

 

④ 

③ 

② 

① 

⑤ 

図 5-8 鉄鋼系パネル構造(参照：ダイワハウス G) 

 

 名称  採用システム 

① 鋼製母屋  ・ダイワハウス G(組立構造併用) 

② 軒桁  ・旭化成・DX 

③ 2 階外部柱   

④ 鋼製小屋組   

⑤ 外壁耐力パネル   
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◆鉄鋼系ユニット構造 

① 

② 

③ 

 

図 5-9 鉄鋼系ユニット構造(参照：ミサワホーム UC) 

 

 名称  採用システム 

① 標準ユニット  ・ミサワホーム UC 

② 2 階ユニット設置  ・セキスイハイム MR 

③ ユニット設置完了   
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◆コンクリート系組立構造 

 

 

② 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-10 コンクリート系組立構造(参照：パルゼット) 

 

 名称  採用システム名 

① 2 階型枠セット  ・パルコン 

② 2 階壁、腰壁床 PCa 型枠の組立  ・パルゼット 

   ・ウベハウス C、CL 
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5－2－2 システム別材料分析 

 

材料を分析するにあたって、各システムでの使用材料を(社)プレハブ建築協会から得た資料を

基に主要部位別に抽出し、主要部位として壁、床、屋根・小屋組について表 5-24 から 5-26 を作成

した。作成した表からシステム別に使用材料にどのような傾向が読み取れるか分析を行った。ま

た、部位ごとに各システムで特徴のある材料を使用しているものについては、資料から得られる

限りで材料の説明を行った。 

 

◆壁 

  

各システムの壁における使用材料を抽出した結果を表 5-24 に示す。壁の使用材料では、システ 

ム別で明確な違いが分かった。 

木質系では、木製の材料を多く使用していて、特に構造用合板は全てのシステムが使用してい 

ることが分かった。 

 鉄鋼系では、各システムによって使用している材料にばらつきはあるが、その中でも ALC 板や 

鋼製フレームは使用しているシステムが多いことが分かった。 

 コンクリート系では、3 システム全てが鉄筋コンクリートパネルを使用していた。     
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表 5-24 システム別使用壁材料 

構
造
別

　

 
　　　　　　　　　　材料

　
システム名

M
I
S
合
板

構
造
用
合
板

石
膏
ボ
｜
ド

硬
質
木
片
セ
メ
ン
ト
板

火
山
性
ガ
ラ
ス
質
複
層
板

ス
タ
ッ
ド
材

鋼
製
ト
ラ
ス
材

構
造
用
パ
ネ
ル

構
造
用
M
D
F

G
E
O
ウ
ッ

ド

鋼
製
ブ
レ
｜
ス
ド
パ
ネ
ル

鋼
製
フ
レ
｜
ム

パ
｜
テ
ィ
ク
ル
ボ
｜
ド

A
L
C
板

P
A
L
C
板

断
熱
材

木
製
桟
木

つ
が
・
べ
い
つ
が

窯
業
系
サ
イ
デ
ィ
ン
グ

鉄
骨
開
口
パ
ネ
ル

木
造
間
仕
切
り

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
｜
ト
パ
ネ
ル

ミサワホームFC ● ● ●

セキスイツーユーホームW ● ● ● ●

旭化成スクラムハウスHB ● ● ●

GEOウッド ● ● ● ● ●

エス・バイ・エル ●

エス・バイ・エルL型 ●

セキスイハイムM-3 ●

セキスイハウスB ● ● ●

ダイワハウスG ● ● ● ● ●

パナホームR ● ●

パナホームW ● ● ● ● ●

パナホームNS ● ● ●

トヨタKA型 ● ●

旭化成へーベルハウスD・E ● ● ●

ミサワホームUC ● ●

旭化成・DX ● ● ●

旭化成・NHS ● ● ●

セキスイハイムMR ●

トヨタJ型 ●

パルコン ●

ウベハウスC,CL ●

パルゼット ●

木
質
系

鉄
鋼
系

コ
ン
ク

リ
ー

ト
系

●

●
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特徴のある壁材料(MIS 合板と GEO ウッドにおいては屋根・小屋組にも使用) 

 

・MIS 合板 

  ミサワホームが国土交通大臣が定める品質基準に適合する建築基準法第37条第 2号の認定を

取得した「木質接着複合パネル」である。工場で接着する耐力面材として用いる。図 5-11 に示

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-11 MIS 合板 

 

・火山性ガラス質複層板 

  日本建材産業協会が団体規格として実施している建材産業規格制度において、JIS A 5440 とし

て規格化された材料である。未利用資源として地球上に大量に堆積している火山性ガラス質堆

積物と人工鉱物繊維保温剤を主原料として複合された建築用ボードである。 

 

・GEO ウッド 

  GEO ウッドは発泡成形ポリスチレンを芯材に、OSB(構造用パネル)を両面に全面接着したサ

ンドイッチ状の外部壁及び屋根の構造材である。図 5-12 に示す。 

⑥

⑤ 

④ 

③

② 

①
 名称 

① 上枠 

② 芯材 

③ たて枠 

④ 接着剤 

⑤ 面材 

⑥ 下枠 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-12 GEO ウッド 
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◆床 

 各システムの床における使用材料を抽出した結果を表 5-25 に示す。床の使用材料では、他の主 

要部位と比べて共通の材料を使用していることが分かった。 

木質系では、木製の材料を多く使用しており、床パネル、構造用合板、木製床梁、木製根太は 

多くのシステムが使用していることが分かった。 

 鉄鋼系では、鋼製の材料を多く使用していて、鋼製床梁、鋼製床束や ALC 板は多くのシステム 

が使用していた。また、鉄鋼系の住宅ではあるが、木製の束、梁、大引を用いているシステムも 

読み取ることができた。 

 コンクリート系でも木製の床束を用いているシステムも見られた。 

  

表 5-25 システム別使用床材料 

 

構
造
別

　

　
　　　　　　　　　　材料

　　　　システム名

床
パ
ネ
ル

木
製
床
梁
∧
小
梁
含
∨

鋼
製
床
梁
∧
小
梁
含
∨

パ
｜
チ
ク
ル
ボ
｜
ド

構
造
用
合
板

S
L
合
板

硬
質
木
片
セ
メ
ン
ト
板

構
造
用
パ
ネ
ル

木
製
床
束

鋼
製
床
束

木
製
根
太

鋼
製
根
太

木
製
大
引

鋼
製
大
引

コ
ン
ク
リ
｜
ト
製
大
引

A
L
C
板

ブ
レ
｜
ス

繊
維
混
入
セ
メ
ン
ト
押
出
成
形
板

軽
量
コ
ン
ク
リ
｜
ト
板

P
C
a
造

土
間
コ
ン
ク
リ
｜
ト
造

場
所
打
コ
ン
ク
リ
｜
ト
造

ミサワホームFC ● ●

セキスイツーユーホームW ● ● ● ●

旭化成スクラムハウスHB ● ● ● ● ●

GEOウッド ●

エス・バイ・エル ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エス・バイ・エルL型 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

セキスイハイムM-3 ● ● ●

セキスイハウスB ● ● ● ● ● ● ●

ダイワハウスG ● ●

パナホームR ● ● ● ●

パナホームW ● ● ● ●

パナホームNS ● ● ●

トヨタKA型 ● ● ● ● ●

旭化成へーベルハウスD・E ● ●

ミサワホームUC ● ● ● ●

旭化成・DX ● ●

旭化成・NHS ● ●

セキスイハイムMR

トヨタJ型 ●

パルコン ● ●

ウベハウスC、CL ● ● ●

パルゼット ● ●

木
質
系

鉄
鋼
系

コ
ン
ク

リ
ー

ト
系

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
●

●

● ●

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特徴のある床材料 

・SL 合板:枠材及び桟材に面材として、エス･バイ・エルの規格による合板○ア 5.5mm のことである。 
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◆屋根・小屋組 

  各システムの屋根・小屋組における使用材料を抽出した結果を表 5-26 に示す。屋根・小屋組

の使用材料では、システム別ごとに共通した材料を多く使用していることが分かった。 

  木質系では、構造用合板、構造用パネルを多くのシステムが使用していることが分かった。 

  鉄鋼系では、ALC 板は半数以上のシステムが採用していることが分かった。 

  コンクリート系では、各システムが異なった材料を使用していたことが分かった。 

 

表 5-26 システム別使用屋根・小屋組材料 

構
造
別

　

　
　　　　　　　　　材料

      　システム名

M
I
S
合
板

構
造
用
合
板

パ
｜
テ
ィ
ク
ル
ボ
｜
ド

構
造
用
パ
ネ
ル

木
製
梁

鋼
製
梁

小
屋
束

鋼
製
束

木
製
垂
木

鋼
製
垂
木

軒
桁

木
製
母
屋

鋼
製
母
屋

棟
木

G
E
O
ウ
ッ
ド

ト
ラ
ス
上
弦
材

木
製
ト
ラ
ス

鋼
製
ト
ラ
ス

鋼
製
折
板

A
L
C
板

針
葉
樹
合
板

鋼
製
小
屋
組

野
地
板
合
板

木
毛
セ
メ
ン
ト
板

木
片
セ
メ
ン
ト
板

溶
融
亜
鉛
め
っ
き
鋼
板

P
C
a
造

鉄
筋
コ
ン
ク
リ
｜
ト
製
パ
ネ
ル

野
地
板

不
燃
材
料
葺

木
造
置
屋
根

ミサワホームFC ● ● ● ● ● ●

セキスイツーユーホームW ●

旭化成スクラムハウスHB ● ● ● ●

GEOウッド ● ● ● ●

エス・バイ・エル ● ● ● ● ● ●

エス・バイ・エルL型 ● ● ● ● ● ●

セキスイハイムM-3 ●

セキスイハウスB ● ● ● ● ● ● ● ●

ダイワハウスG ● ●

パナホームR ● ● ●

パナホームW ● ●

パナホームNS ●

トヨタKA型 ● ● ● ●

旭化成へーベルハウスD・E ●

ミサワホームUC ● ● ● ● ●

旭化成・DX ● ● ● ●

旭化成・NHS ● ● ● ●

セキスイハイムMR ●

トヨタJ型 ● ● ● ●

パルコン ● ●

ウベハウスC,CL ● ● ● ● ● ●

パルゼット ●

木
質
系

鉄
鋼
系

コ
ン
ク

リ
ー

ト
系

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特徴のある屋根・小屋組材料 

・MIS 合板 

・GEO ウッド 

  以上の材料については、壁材料で使用されているものと全く同じであるため、図 5-11 と 5-12

に示す通りである。 
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5-3 工業化住宅の最新構法の考察   

 

 5-1 と 5-2 で工業化住宅の最新構法を比較・分析を行った結果、木質系では木質系組立構造が一 

番多く採用され、鉄鋼系では鉄鋼系ラーメン構造が一番多く採用され、コンクリート系ではコン 

クリート系組立構造のみとなっていた。 

各社、各システム共に採用する構法は多種多様であるが、建て方においてパネル部材やユニッ 

ト構成を用いるシステムがどの構造にも多く、仕上げ・外観などについては、完成後の差異に大

きな違いは見られなかった。 

主要部位における材料においてもシステム別に使用材料がほとんど異なることもなく、木質系、 

鉄鋼系、コンクリート系のいくつかのシステムで木製床束・鋼製梁・鋼製大引は使用されていた。

また木質系と鉄鋼系のみの比較では、木製垂木、木製母屋、構造用合板、床パネル、木製床梁、

パーチクルボード、木製根太、木製大引が共通していくつかのシステムで使用されていた。この

ことから木製の材料は、どの主要構造にも使用されていることが分かった。 

 以上のようなことから、構造及び仕様において木質系・鉄鋼系・コンクリート系の工業化住宅 

は、部分的に共通している傾向があった。 

 

 



第 6 章 まとめ 
 
6－1 調査分析結果の要約 

 
本研究は、在来構法家屋とプレハブ構造家屋の施工方法等に係る最近の動向に関する調

査を行い、従来は住宅の規格化に基づく量産化によるコストメリットをベースに浸透して

きたプレハブ構造家屋について、近年はそのバリエーションの多様化が急速に進むことに

より、事実上個別注文住宅化している現状にあることや新築家屋の高品質化、高性能化等

が進んでいる実態を把握し、その実情に即した評価方法の確立の方向を見いだすことを目

的として行っている。 
調査分析からは、概ね以下のことが把握できた。 

 在来構法家屋については、昨年度、木造住宅合理化認定システムの分析を通して、その

特徴を明らかにしている。本年度は、そのエッセンスを、プレハブ構造家屋との比較に必

要な部分を中心にとりまとめることとした。その中で、在来構法と呼ばれている、木造住

宅に用いられている軸組構法には、軸組部材の機械プレカット、壁だけでなく、床、屋根

を含むパネル化、などのプレファブ技術が普及していることや、接合金物の改良、プラッ

トフォーム構法の導入、断熱性、気密性、耐久性などの性能の向上がみられることを述べ

ている。これは、在来構法家屋の評価において、もはやプレファブ住宅との差異を設ける

状況が過去のものとなっていることを裏付けていると考えられる。 
 本年度は、プレハブ構造家屋について、幾つかの観点から調査を行っている。 
 まず、建築着工統計から、住宅着工統計の中のプレハブ住宅の動向について分析し、住

宅全体の着工数に占めるプレハブ住宅の割合が、１９９０年頃まではほぼ増加傾向にあっ

たのが、その後は概ね１５％程度で推移していること、プレハブ住宅の構造種別と建て方

種別の関係については、木質系が戸建て中心、コンクリート系が共同建て中心、鉄鋼系が

ほぼ半々であり、近年は、全体としてやや戸建ての割合が大きくなる傾向であること、な

どを取りまとめている。 
 プレハブ住宅については、これに関係する認定制度が、２０００年の建築基準法の改正

および住宅の品質確保の促進等に関する法律の制定に伴って、大幅に変更され、現在は、

工業化住宅性能評定、型式適合認定などの制度の中で、プレハブ住宅に関する認定が行わ

れている。２０００年までは、プレハブ住宅は、工業化住宅性能認定を受けたもののみを

指すのであり、制度の上では明確に定義づけられるものであったが、現在は、プレハブ住

宅以外の構法を扱うハウスメーカのものにも、新しい制度の認定を受けているものがある。

これは、工業化構法とその他の構法の境界が次第に小さくなることを示唆しているものと

解釈できる。 
 現在、工業化住宅性能評定を受けた住宅については、（財）日本建築センターのホーム

ページに、消費者対象の情報として載せられている。その主な内容は、評定を受けた性能
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水準であり、その分析から、必須項目については各構法とも優れた性能水準にあること、

選択可能な項目については、項目別にみるとこれを扱っている構法は少数であるが、それ

らの構法の特徴を示すものとなっていること、などを取りまとめている。必須項目につい

ては､多くの項目について各構法が同様の内容の登録をしているが､温熱環境性能と火災

安全性能については、構法の特徴を踏まえて､あるいはメーカーの供給方針に対応して､

各構法の登録内容が多様であるのは､注目できる｡選択可能な項目については、火災安全性

能と構造耐力性能について、多くの構法が、構法の特徴を生かして評定を受け､登録内容

が多彩であるが、その他の項目については評定を受けている構法は少ないのが現状であ

る｡ 
 また、（社）プレハブ建築協会の協力により、協会会員企業が生産している戸建住宅に

関する技術資料を収集し、構法の特徴などを分析している。部分別にみると、構造体につ

いては、各構法とも各々独自の特徴のあるものであるが、内外装や設備については、メー

カーによる差違はほとんど見分けられないと言える。各社とも、建て主に対し、高性能で

あることとともに、幅広く注文に対応できることを重視しており、特に、鉄鋼系と木質系

については、一部の、構造体に箱型ユニットを採用しているものを除けば、メーカーによ

る差違は見分けが困難であるのが現状である。この事情は、在来木造住宅や、ツーバイフ

ォー住宅にも概ね当てはまると言えよう。  
 
6－2 評価基準の見直しに向けて 

 
現在の在来構法家屋は、生産性や性能に関する技術面において、プレファブ住宅などと遜

色ないものと考えてよいことについては､昨年度の研究で、裏付けられている。これは、

これまでにも評価の現場から、在来構法家屋とプレファブ住宅の評価額が実態と馴染まな

いという声が多く聞かれていたことに対し、改善することが適当であることの裏付けとも

なる。 
本年度は､プレハブ住宅として広く普及しているプレハブ構造家屋について調査し､住宅

生産の中で､プレハブ住宅が安定したシェアを確保していること､部分別のうち構造体に

ついては、各構法とも構造材料や生産方式の特徴が反映されている一方､内外装や設備に

ついては､メーカーによる差異は見分けにくく､むしろ､各メーカーとも､個別の注文への

対応に力を入れている状況をうかがうことができた｡その結果､プレハブ住宅メーカーの

造る住宅は､多くのメーカーについて､ひとつのメーカーが造っている住宅とはいえかな

り多彩である､という状況が見られる｡そうした中､構造種別でいえばコンクリート系のも

の､および､外装に ALC（軽量気泡コンクリート）版を用いている構法については､外観に

用いられている PC 版または ALC 版の表情が表現されるデザインが多く､これらについて

はメーカーや構法の特徴が外観にもよく現れているのである｡一方､従来は構法の特徴が

外観に顕著に表現されているものが多かった箱型ユニットを用いる構法による住宅は､屋
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根に勾配屋根を用い､外装には一般的な外装材を用いているものが増加し､これらも構法

の特徴は外観からは捉えにくくなっているといえよう。 
一方､在来構法家屋を改めて見てみると、我が国の伝統を継承している構法であり、地方

による特色が大きく、伝統的な要素を多く残したものもなお、地域によっては少なからず

建てられているとはいえ、在来構法住宅の多くは、プレファブ住宅に一見類似したもので

あり、伝統的な要素を多く残したものについても、その多くは最新の設備・部品や建材を

用い、性能についてもプレファブ住宅と遜色ないものが造られているといってよい。こう

したことは、固定資産評価に関しては、プレファブ住宅と在来構法家屋について、生産性

の観点から差異を設けることが現状にそぐわないことを示していると考えられる。 
 
























